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１－１ 地域産業の振興・競争力強化
本市の地域経済を支えるため、賑わいを創造するとともに市内消費を拡大し、足腰の強い産業

基盤と市民が安心して働ける場の充実を実現します。また、農業生産基盤の充実、農業経営の安

定化により担い手の確保と持続可能な生産現場の強化に努め、暮らしの中に息づく身近な農の

充実に努めます。

１－１－１．産業に好循環を生み出す
◆地域経済循環向上（キャッシュレス決済等）

☆デジタル地域通貨「イチカ」プロジェクト

【デジタル田園都市国家構想推進交付金事業】

令和４年８月から新たにデジタル地域通貨「イチカ」の運用を開

始しました。

市民へのポイント配布時にスマートフォン操作に不慣れな方へ

は、サポート窓口を開設するなど、イチカをきっかけにデジタルに触

れていただけるよう取り組みました。

スマートフォンを所持していない等デジタルでの利用が難しい方

には、ポイント取得用コードを印字した紙クーポンと交付し、加盟店

が受け取った後にデジタルポイントを読み込む形式としました。

・イチカポイント配布事業

８月の運用開始と同時に、長引くコロナ禍及び物価高騰の影響下における生

活支援と事業者支援のため、市民約６２，５００人を対象に一人当たり３，０００円

分のイチカを配布しました。

・子育て世帯イチカポイント配布事業

１０月末には、子育て世帯の支援のため、市内の中学生以下の児童約７，８０

０人を対象に一人当たり１０，０００円分のイチカを配布しました。

・プレミアム付イチカ事業

１１月末には３０％のプレミアムが付く「プレミアム付イチカ（１口１０，０００

円）」をデジタル版７，０００口、紙クーポン版３，０００口の計１０，０００口を販売し

ました。

・イチカ・プラス事業

１２月から、イチカによる地元消費の一部が子ども・子育て支援や地域の支え

合いに還元される「イチカ・プラス」を開始しました。

イチカ・プラスの趣旨に賛同し、イチカ・プラスに参加する店舗でイチカを使っ

て買い物や食事をすると、その売り上げの一部が参加店から市内で支え合い活

動を実施している団体等に寄附されることから、普段の利用にイチカを使えば使

うほど、それが地域の支援へとつながる取組みです。

１ 地域資源と新しい技術・多様な働き方を融合し、安心・充実して働け
る場を創出する
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令和４年１２月から令和５年２月までの３か月間で約５０万円がイチカプラス参加店から地域の団体へと寄附

されました。

【参考：令和５年度の取組み】

・プレミアム付イチカチャージカード事業

令和５年度は、６、７月に２０％のプレミアムが付与される「プレミアム付イチカチャージカード」４，５００枚を販売

しました。

従来のプレミアム付商品券等と異なり、加盟店の中からチャージカード販売店を募り、その販売店で利用者が

購入する形式としました。これを機に、利用者に販売店でチャージカードを購入し、現金をイチカにチャージするこ

とができることを知ってもらい、公費のポイント配布のみによらないイチカの利用拡大へとつながることを期待して

います。

・子育て世帯イチカポイント配布事業

７月には、エネルギー・食料品価格等物価高騰における生活支援のため、１８歳までの市民約１０，０００人を対

象に一人当たり１２，０００円分のイチカを配布しました。

また、がん健診や健康ウォーキングの参加者、

天理市生活支援サポーターとして高齢者の困りご

と支援をされた方へのイチカポイントの付与など、

健康増進や支え合いの活動のきっかけとしてもイ

チカを活用しています。

◆販売促進・販路拡大支援

ブランド認定事業として、市内の優れた地域資源を活かした魅力ある商品の掘り起こしを進めており、Ｒ４年度

には食品・工芸品部門を新たに立ち上げて公募し、新たに５商品の認定を行いました。引き続き各部門において

産品の認定を進めるとともに、ふるさと納税事業や観光物産センター事業等と連携させながら、ブランドとしての

強みを活かした面での魅力強化を進めます。

◆異業種交流の推進・市内同業種間交流・連携の促進

新型コロナウイルス感染症を契機に一気に普及したテレワーク

を軸に、本市テレワークセンターでは新たに(※)ワーケーション事業

を開始しました。その中のコンテンツの１つとして、システム開発に

よる業務改善やコンサルティングを行う東京都の企業である（株）

ジョイゾーをコーディネーターに迎え、「テレワークを活用して地方

で働く」をテーマに、市内企業との意見交換会を実施しました。

異業種トークセッションの様子はＹｏｕTｕｂｅで配信し、ワーケーシ

ョン事業の取組みについて広く発信することができました。

今後も時流に合わせた新たなビジネスチャンスの機会を設けることで、各事業者の強みを活かした交流を通

じ、市内で新たな事業が創出されるよう取組みを進めていきます。

（※）ワーケーション・・・Ｗｏｒｋ（仕事）とＶａｃａｔｉｏｎ（休暇）を組み合わせた造語。テレワーク等を活用し、普段の

職場や自宅とは異なる場所で仕事をしつつ、自分の時間も過ごすこと。ワーケーション

事業については、ｐ１１の天理市デジタルワークスペース活用事業に記載。

ワーケーション事業（異業種トークセッション）
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◆既存商工業の活性化・商店街の魅力の創出

天理市本通り商店街及び天理市三島本通商店街では、春と秋の時期に商店街を活性化していくために「み

んなでのんびり商店街をぶらぶらしながら、楽しい時間を存分に過ごしてもらう」というコンセプトのもと、「本ぶら

サンデー」というイベントが開催されています。今後も、後方支援という形でサポートしていきます。

１－１－２．既存産業の定着・拡充を支援する
◆金融支援による経営の安定化

信用保証協会及び地域金融機関と連携した制度融資により、運転資金６２件、設備資金７件、店舗改造資金

４件の合計７４件、総額２９１，４７０千円の事業者の資金繰りを支援しました。また、コロナ融資の返済が始まる事

業者に対して「天理市新型コロナ関連融資事業継続支援金（１事業者／１０万円）」を給付し、合計２６２事業者

の経営安定を支援しました。

◆専門機関と連携した経営指導及び事業承継支援

市商工会への補助事業を通じて、市内事業者への様々な経営指導の実施を支援したほか、商工会との連携

により、制度の電子化、複雑化が進む国の補助事業等について市内事業者が円滑に申請等が行えるよう相談

窓口を設置し、４３６件の支援を実施しました。

◆先端設備の導入支援

市内事業所において、作業効率を高める油圧ショベルや高度な需要に応じるための地盤調査機械等の導入

について、生産性向上特別措置法に基づく先端設備導入計画を認定（新規２、変更１）し、先端設備に係る固定

資産税の特例措置や融資に関する支援を実施しました。

◆産官学金連携産業の創造

産官学金連携により国の補助を受けて創業した地域体験型のゲストハウス事業に関して、関係者によるラウ

ンドテーブル等により経営状況の確認とフォローアップを実施しました。コロナ禍の影響を大きく受けましたが、駅

近・商店街に所在し、市内アクセスの良さを活かした海外からのスポーツ合宿の受入やスポーツツーリズム、おて

つたび、アーティスト・イン・レジデンス等の滞在先として活用が進んでいます。また、令和４年１１月には総務省審

議官の視察を受け、資料にて概要及び近年の取組状況について報告しました。

１－１－３．農業の活性化・高度化を図る
◆体験農園等の交流型農業の促進（アグリツーリズムの推進）

山の辺の道周辺地域の食と農に焦点を当てた「ガストロノミーオンラインツアー」を奈良県と連携し、オンライ

ン配信で実施しました。海外からの参加もあり、山の辺の道周辺地域の農産物等も含めた地域資源の再認識と

魅力の再発見ができました。また、生産者による地域の農産物や加工品についてのＰＲを行いました。

また、柿の成木（１本／口）オーナーとなり、剪定や収穫などの体験ができる「柿の木オーナー」体験を刀根早

生柿発祥の地である萱生町の地元生産者等と連携して実施しました。農作業を通じた家族の交流の機会を創

出しました。
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☆地域経済活性化事業「おてつたび」

「刀根早生発祥の地」として柿の有名な産地である本市萱生町は、コロナ

禍の行動制限による人手不足に加え、観光客の減少等により経済的にも大き

なダメージを受けました。柿農家の高齢化と後継者不足による人材不足解消

のため、「柿農家」「株式会社おてつたび」「天理市」の３者連携で、地域の魅

力の発信をした求人によって滞在型の観光を伴う労働力を得るとともに、関

係人口の創出を図り、もって地域経済の活性化を図るため、「地域経済活性

化事業「おてつたび」」を実施しました。

令和４年度は、トライアルとして萱生地域推進協議会に属する３農家へ人材を

派遣し、労働力を提供したことにより、１０月７日から１１月１３日の間で全国各

地から延べ２５人の参加がありました。

短期的、季節的な労働力を得るとともに、メディアにも取り上げられ天理市の

魅力を全国に発信することができました。参加者からは、地域の柿の収穫の手

伝いという貴重な経験を通して、他の参加者や農家との交流を通して「楽しかった」、「また訪れたい！来年も来

たい」や、仕事の合間の休日等を利用して天理市の観光などをされた方からは、「市の自然豊かな風景が良か

った」、「歴史や文化に触れ、貴重な体験ができた」等の意見をいただきました。

今後、市の課題である移住・定住や農業人口の増加などに繋がるよう、取り組んでいきます。

◆公民連携や福祉等の他分野との連携推進（スマート農業の推進）

ドローンの販売及び講習事業を手掛ける業者（ソラカケ）と連携し、市内の集落営

農組織（南檜垣営農組合・和爾営農組合・下山田営農合同会社）の農地で農薬散

布の実証実験を行い、スマート農業の導入を推進しました。

☆チャレンジファーム事業

農家の高齢化、耕作放棄地の増加など農業を取り巻く様々な問題や、

新型コロナウイルスの影響による販売の低下などの問題を解決する１つ

の方法として、天理市内で「チャレンジファーム」を作り、既存作物だけで

なく、新しい作物等の生産にチャレンジすることで、ブランド化や販路開拓

により収益増に繋げる取組みを実施しました。

チャレンジファームでは、個人では困難な『スマート農業システム』を導

入して様々な作物をブランド化し、培ったノウハウを農業経営に活かして

いきます。

また、農を通じ多様な人が集まれる場所づくりを目指し、農業体験を広

く実施することにより農業への関心を深めることで、『農業従事者人口』

増加への架け橋としていきます。

令和５年度は、スイカの栽培に取り組みました。４月にスイカ苗の植え

付けを行い、６月の大雨の影響等で生育などが危ぶまれたものの、関係

者の迅速な対応と努力で、無事４品種、約７０玉を超えるスイカが収穫で

きました。７月には天理駅前広場コフフンにて夏の直売イベント「夏の陣」を実施し、収穫したスイカを無料で振

ドローンを活用したスマート農業
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舞いました。

今後は、引き続き、屋内外気象センサーや監視カメラ等、スマート農業システムを利用して生育状況等のデー

タを可視化し、様々な農作物栽培を進めていきます。

◆認定農業者や新規就農者等の育成・確保

市内外に在住する認定新規就農者に対し、経営が不安定な就農直後（５年間）の経営確立支援として新規

就農者確保事業補助金（経営開始型及び経営開始資金）の支援を行いました。

また、若手農業者活動組織である天理市４Ｈクラブの加入者数を増やすため、「なら食と農の魅力創造国際

大学校」卒業生や新規就農者へ働きかけ、新規就農者の経営安定のための事業資金補助や、県事業による農

業技術、経営手法等の技術指導の機会を地域内の農業法人等に周知するなど、奈良県北部農業振興事務所

や農協と連携を図り、今後も地域農業組織の強化を推進していきます。

◆都市近郊農業を活かした作物の生産振興・販路拡大支援（いちご、トマト、ほうれん草、なすび、柿等）

県内作付面積が１位であるいちごについては、消費者へ安定供給するため、ＪＡならけんと連携し健全優良な

苗をいちご生産農家に配布するためのいちご優良親苗増殖圃管理運営事業に対して補助金を支出し、県産ブ

ランド品種の流通量の増加に取り組みました。

経営所得安定対策等を活用し重点的に支援することで、天理ブランドとして確立し収益性の向上を図りました。

生産者への取組みとしては、産地差別化に向けて、豊かな土壌を活かした稲作中心の農業を見据えつつ、主

食用米から新規需要米（飼料用、米粉用）への転換、戦略作物（小麦類、果樹等）の振興を図るなどの生産性

向上を引き続き推進していきます。

◆地産地消の推進

安全・安心な農作物の提供と地産地消の推進を図るため、天理市直売部会が

毎月第１・３土曜日にＪＡ天理営農経済センター前で開催している直売（朝市）と

エーコープ（Ａ・ＣＯＯＰ）櫟本東店の営業日に開催している「天理ほのぼの市」等

に参加協力しました。

また、天理市をはじめとした奈良県内の農・林・食の効果的なＰＲ活動を展開

するとともに、地元産業の周知及び再認識を図るため、定期的（毎月第２・４日

曜日）にコフフンマルシェを開催（合計２１回）しました。

天理市４Ｈクラブと連携し、農業への関心を深めることを目的に、市内の小学

校の児童による田植え・稲刈りを支援したほか、天理市４Ｈクラブによる青空市場

や新米収穫祭の開催など子育て世代も含めた幅広い世代に向けた場を提供し

ました。

◆耕作放棄地の利活用

耕作放棄地を活用した市民農園を設置し、地域住民のレクリエーションや高齢者の生きがいづくり（田植え作

業や芋堀体験など）に貢献しました。

◆担い手への農地集積・集約化等の推進

地域農業の将来のあり方を明確にするための「人・農地プラン」を令和３年度に１５集落（柳本１０地区・渋

コフフンマルシェ

４Ｈクラブ（田植え体験）
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谷・北檜垣・海知・武蔵・下山田）、令和４年度に６集落（喜殿、森本、指柳、九条（本村、横広）、永原）で作成し、

（※）「人・農地プラン」の実質化を行いました。また、農地中間管理機構と連携し、新規就農者や認定農業者へ農

地集積を促進し、約１８．１ｈａの農地を集積することができました。

今後は、「人・農地プラン」が新たに「地域計画」として法定化されるため、地域で守ってきた農地を次世代に

引継ぐため、農用地の効率的かつ総合的な利用を図り目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する「地域計

画」を定め、農地中間管理機構と連携し、地域の担い手への農地集積を図ります。

（※）「人・農地プラン」の実質化…地域の農業・農地をしっかりと守るため、地域農業の現況、将来に向けた課題、

今後の中心経営体への農地集積等の将来方針の作成に向けて、アンケートや

地図を活用し、地域の話し合いに取り組むこと。

◆生産性の向上を図る農業生産基盤・環境の維持・保全

市内平坦地域の３２組織と中山間地域の３組織に対し、農地、水路等の保全

管理を支援しました。また、鳥獣被害が深刻な中山間地域においては、天理市猟

友会で構成された実施隊により集中的な捕獲活動を行い、イノシシ、シカを捕獲

しました。今後も被害の抑制に努めていきます。

◆集落営農組織・法人等の地域農業組織の育成・確保

意欲ある農業者の更なる経営発展のため、集落営農組織化及び法人化に向け、市内３組織（南檜垣営農組

合・和爾営農組合・下山田営農合同会社）で構成する天理市集落営農組織等連絡協議会と連携し、付加価値

の高いブランド米の開発とその販路開拓を支援しました。

法人化を目指す集落には、天理市集落営農組織等連絡協議会への参画、県主催集落営農スクールへの参

加を促し、経験・課題等の共有の場を設定しています。今後も既存法人の安定した運営に向け、県農業経営・就

農支援センターへの相談を促すなど地域農業組織の育成強化を今後も図っていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【市内事業所数［全産業］】

市内事業所数は、経済センサス（基礎調査、活動調査。それぞれ５年ごとに実施。）により数値を把握しており、

令和３年の数値は２，６２７件。小規模かつ高齢の事業者の廃業も進んでいるため、関連機関と連携して事業承

継や異業種交流による事業の維持・創出に取り組んでいきます。

【中小企業融資制度利用事業者数】

Ｈ２８

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２，５２３件
２，７５７件

※事業内容等不

詳事業所含む。

－ ２，６２７件 － ２，３６０件

ＩＣＴ囲い罠設置（鳥獣被害対策）
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コロナ禍からの事業回復・継続に向けた融資利用の高まりと同制度内での借換を認めたことで、昨年から３１

件の大幅な増加となりました。利下げと保証料の支援により事業者の負担を軽減し、制度融資の利用促進を図

っていきます。

【ネット販売参加事業所数】

参加事業者数は令和３年度から増減はありませんでしたが、新型コロナウイルス感染症の影響で売上が落ち

込む事業所も見られる中、新たな販路の拡大策として、本市ネットショップを紹介することで、参加事業者数の増

加へと繋げていきます。

【１０ａ以上農用地の荒廃農地等面積】

担い手の高齢化、後継者不足による耕作放棄地の増加とともに、放棄地となる前に早期に対応するため、農

地状況の確認、調査を行ったことから数値が増加しています。

地理的条件（道路・水路等）が悪く、農地中間管理機構を通しての貸し出しができない土地が残ってしまって

いる状態です。日頃の農地パトロールにより放棄地予備軍については早急に対応をし、地理的条件などにより以

前から残っている放棄地については、非農地判断を進めていきます。

【農地中間管理機構を活用した農地集積累計面積】

機構集積協力金事業を活用し、農業法人にまとまった農地を集積することができました。また、農業法人以外

の新規就農者や認定農業者への集積も着実に増加し、農地中間管理事業の周知が進んでいると思われます。

人・農地プラン（各地区で農業者や地域における農業の将来のあり方などを明確にしたもの）の実質化を推進

するなかで、農地中間管理機構と連携し、地域の担い手への農地集積を図ります。

（※）機構集積協力金・・・農地中間管理機構に農地を貸付け、農地集積・集約化に協力の地域及び農業者に

交付するもの

【５０歳未満の新規就農者累積数】

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

５７件 ５４件 ９件 ４２件 ７３件 ５７件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

３０事業所 ３５事業所 ３６事業所 ３６事業所 ３６事業所 ４０事業所

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

８．９ｈａ １６．２ｈａ １６．８ｈａ １９．２ｈａ １９．３ｈａ ８．５ｈａ

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２６．５ｈａ ３４．５ｈａ ４１．７ｈａ ６４．７ｈａ ８２．８ｈａ ４２．０ｈａ
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本市特産農産品（いちご）を生産する新規就農者が１人、その他果樹、野菜、水稲を生産する新規就農者が１

人、合計２人増加となりました。

新規就農者育成総合対策制度を活用し、経営が不安定な就農直後の経営確立を支援し、本市特産農産品

を生産する新規就農者の確保に努めます。

（※）新規就農者育成総合対策制度・・・経営が不安定な就農直後に経営開始資金として最大１，０００万円を

支援する制度（令和４年度新設）

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２６人 ３０人 ３６人 ４０人 ４２人 ５０人
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１－２ 企業の誘致・創業支援
新産業・企業の誘致や創業支援を積極的に推進することで、本市に新たな活力を呼び込むとと

もに市民に就労の場を提供し、地域経済の活性化と新たな雇用創出を図ります。

１－２－１．市内へ企業を呼び込む
◆企業誘致促進、企業立地支援

奈良県内において店舗出店を進めている小売事業者（（株）クスリのアオキ：石川

県）に対して奨励金制度のＰＲを行い、大規模小売店舗立地法に基づく小売店舗の

誘致に成功しました。（株）クスリのアオキは第１種住居地域における食品等も取り扱

う複合型の薬局店であり、市民の生活利便の向上にも繋げることができました。

また、商工会や地域金融機関と連携しながら、顧客企業や取引先等に対して本市

の奨励金制度等のＰＲに取り組みました。

引き続き、立地可能性の高い候補エリアの選定を進め、企業立地に関する優遇

制度等の効果的な啓発を行い、企業誘致を促進していきます。

１－２－２．起業・創業を支援する
◆創業・起業の支援（インキュベーション）、創業・起業支援制度のＰＲ

令和元年度よりシャープ（株）と協定を締結して進めているインキュベーション事業に

ついて、同社や市商工会、地域金融機関と連携して制度のＰＲを実施しました。

また、創業に必要なノウハウを身に着けてもらうため、市商工会と連携し、創業希望者

等を対象とした「天理創業スクール」を開講しました。一部動画配信等のオンライン対応

を進め、令和４年度も定員を大幅に超える応募があり、第ニ創業や様々な業種での創

業を目指す参加者に対して支援を行うことができました。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【企業立地件数（奨励金対象）】

令和４年度は、（有）石川運輸、（株）トライアルカンパニー、（株）エクセディが新たに交付対象となり、コロナ

禍においても一定の動きがあったため、今後も奨励金制度の効果的な啓発を行っていきます。

【法人登記事業所数】

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

４件 ４件
（累計）７件

（３件）

（累計）１０件

（３件）

（累計）１３件

（３件）

２５件

（５年間累計）

Ｈ２９

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１，２７９社 １，２８０社 １，３０１社 １，２５１社 １，３１０社 １，３００社

創業スクール」チラシ

（株）クスリのアオキ

創業スクールチラシ
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積極的な企業誘致等により、昨年度より約６０事業所の増加となりました。引き続き関係機関と連携し、創業支

援や企業誘致に取り組みます。

【創業支援相談・支援件数】

創業スクール等への応募も増えており、全体として昨年度より１０件の増加となりました。商工会や県よろず支

援拠点等と連携しながらワンストップでの創業支援を行います。

【企業立地等に関する事前協議実施数】

コロナ禍により事業所の合理化や移転等で一定の問い合わせがあり、昨年度と同数でした。今後も企業立地

に関する優遇制度等の効果的な啓発を行い、企業誘致の促進を図ります。

【新規雇用数（奨励金対象）】

令和４年度は、（株）トライアルカンパニーの雇用者数で、大規模小売店であるため、市内での雇用増に繋がり

ました。今後も奨励金制度の効果的な啓発を行っていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１０１件 １２９件 ５４件 ７６件 ８６件 １２０件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１８回 ８回 ４回 １０回 １０回 ２０回

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１４人 ４人 ６人 ２４人 １２人 ３０人
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１－３ 多様な就労環境・人材マッチングによる雇用促進
若者や子育て世代をはじめとする幅広い年齢層の就労と地域産業の担い手を確保に向け、市

内学生の就職支援やテレワーク等の多様な働き方の実現を推進するとともに、人材を求める市内
企業との人材マッチングを充実して雇用を促進します。

１－３－１．働く場を創出する
◆テレワークの普及

☆天理市デジタルワークスペース活用促進事業

【デジタル田園都市国家構想推進交付金事業】

社会の働き方の変化に対応するため、開館から６年が経過した天理市テレワー

クセンターに、「（※）コワーキングスペース」と「（※）サテライトオフィス」を新設しま

した。

テレワークセンター１階のコワーキングスペースについては、従来の落ち着いた

個室型テレワークルームだけでなく、気軽にテレワークを実施したい新たな層を取

り込むことができました。

また、（※）ワーケーション事業としてＡＮＡグループや東京のＩＴ企業と実施した

テレワークセンターを活用したワーケーションのモニターツアーを実施し、これまで

のテレワーカーだけでなく、新たにワーケーションの実施者の需要を開拓すること

ができました。ワーケーション事業の一環として、都市部の企業と市内企業とがテ

レワークを活用して地方で働くをテーマにしたイベントのＹｏｕＴｕｂｅ配信や、ワーケ

ーションを実施した都市部の企業と市内企業とＤＸに関するワークショップと意見

交換会を実施し、新たなビジネスチャンスの機会を設けることができました。

（※）コワーキングスペース・・・さまざまな年齢、職種、所属の人たちが空間を共有しながら仕事を行うスペース

のこと。「Ｃｏ（＝共同の、一緒に）」「Ｗｏｒｋｉｎｇ（＝働く、仕事をする）」「Ｓｐａｃｅ

（＝場所）」を語源に、「共同で働く場所」という意味

（※）サテライトオフィス・・・企業または団体の本拠から離れた所に設置されたオフィスのこと。

（※）ワーケーション・・・Ｗｏｒｋ（仕事）とＶａｃａｔｉｏｎ（休暇）を組み合わせた造語。テレワーク等を活用し、普段の

職場や自宅とは異なる場所で仕事をしつつ、自分の時間も過ごすこと。

◆しごとセンターでの就労支援 ／ 市内企業の支援、雇用創出 ／ 若者・女性を中心とした就労支援

奈良労働局と連携した合同就職面接会を年４回開催しました。

子育て中の女性や仕事への復帰を考える女性が就労しやすい柔軟な働き方を推

進している企業を中心に計１７社の参加があり、応募者７５人、うち２０人の就労に繋

げることができました。

また、若者・女性を中心とした就労支援として、天理市役所地下にあるハロ

ーワークと協働して「スマホｄｅおトクに仕事探し」の講座を実施、スマホを使った「仕

事の情報収集のコツ」や「知られていないハローワークインターネットサービス」など

の講習を実施しました。

合同就職面接会

テレワークセンター
コワーキングスペース

合同説明会チラシ
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１－３－２．学生の就職を支援する
◆新卒者市内就労支援／大学連携による雇用創出・若者定着促進

奈良労働局と天理市が連携し、昨年度に引き続き、市役所内しごとセンター内に設置しているハローワークの

窓口において、求人情報や各種セミナー等のＰＲを行いました。

天理市と包括協定を締結している天理大学と連携し、市内のイベントやボランティア活動に従事した学生を

「地域貢献学生」として認定し、就職活動等でＰＲできる強みを協働して作る取組みも実施しました。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【ハローワークを通じた若年者の就職数】

コロナ禍等の影響により奈良県下全体として求人倍率が低下傾向にあり、また、若年労働人口が減少と就職

数の低下が続いており、昨年度より約１００件減少しました。引き続き、関係団体と連携し、相談事業等のきめ細

やかな就職支援を行っていきます。

【ハローワークを通じた女性の就職数】

昨年度よりから３２件減少しました。引き続き合同就職面接会等により、女性に向けた柔軟な働き方の求人と

のマッチングを図っていきます。

【天理市しごとセンター就職件数】

コロナ禍の影響等により奈良県全体として求人倍率が低下傾向にあり、本市においても就職件数が減少しま

した。引き続きハローワーク奈良と連携し、合同就職面接会等のマッチングの場を増やしていきます。

【天理市産業振興館を活用したテレワーク関連事業への参加者数】

新型コロナによる社会活動への影響が少なくなり、企業が実施していた出社制限も徐々に解除され、また、学

生の就職活動も対面実施へと戻っていったため、令和３年度よりも利用者が減少しました。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１８３件

（Ｒ４．９修正）
３０５件 ２２８件 ２３３件 １３０件

３００件

（Ｒ４．９修正）

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２９８件 ３５４件 ２７６件 ３４５件 ３１３件 ３００件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

５４１件 ５８０件 ５３１件 ５１４件 ４５６件 ６００件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１１５人 ５４人 ２３６人 ４６９人 ２７８人 １２０人
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新型コロナウイルス感染症の影響でリモートワークが一般化したことや営業先や出張先でコワーキングスペー

ス等を探してリモートワークを実施する人が増えてきたことにより、目標値を超えることができました。

これまでの個室利用だけでなく、新設したコワーキングスペースやセミナールームを活用して、市内の方だけで

なく都市部からの新たな利用者を取り込んでいけるよう、広報等に努めていきます。

【市内事業所従業者数】

経済センサス活動調査（５年ごとの実施。前回は令和３年度に実施。）の発表では、基準値を上回っています。

要因として、大型スーパーや工場等の立地が進んだためと考えられます。引き続き雇用奨励金制度や奈良労働

局等と連携した面接会等により、市内での雇用の促進を図っていきます。

【ハローワークへの年間求人数（市内企業・事業所）】

県下全体で有効求人数が低下しており、本市においても昨年より若干数減少しました。ハローワークと連携し

たしごとセンター及びインターネット求人登録の周知、合同就職面接会の開催により、市内での求人の増加を図

っていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２７，７５９人 ― ― ２９，６９８人 ― ２７，５００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１２，５１１件 １０，７４３件 ９，３７２件 ９，８８６件 ９，５０８件 １３，０００件

◆ 数値目標の検証
１ 地域資源と新しい技術・多様な働き方を融合し、安心・充実して働ける場を創出する
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２－１ 地域資源を活かした交流・集客の促進
歴史・芸術文化・スポーツ・音楽等、天理ならではの魅力を活かしたプログラムを企画するととも

に、天理の持つ豊かさを広く情報発信することで、国内外から本市への豊かな人の流れを作りま

す。また、本市と近隣自治体が有する豊かな自然・歴史文化遺産の連携を通じて観光集客を促進

し、利用者の拡大を図り、交流人口の増加を目指します。

２－１－１ 賑わいを生む人の流れを創出する
◆拠点施設（トレイルセンター、天理駅前広場コフフン、柳本駅舎）を活用した賑わいづくり

・トレイルセンター

アウトドア人気もあり山の辺の道のハイカーや龍王山への登山

者が多く訪れたことにより、利用者数は新型コロナウイルス感染

症の影響前の水準を上回りました。

本市の観光スポットである山の辺の道や龍王山を活かしたイ

ベントの実施だけでなく、奈良市の書店で山の辺の道をＰＲするイ

ベントも実施して、本市への誘客促進に繋げました。

利用者は、団体客から少人数での利用にシフトしてきており、

ハイキングや登山だけではなく、自然に触れてトレイルセンターで

ゆっくりとした時間を過ごす方も増え、新たな利用方法が定着し

ました。令和５年度以降もハイカーや登山者だけでなく、本市南部

の周遊拠点として様々な利用に適した施設運営を図ります。

・天理駅前広場コフフン

新型コロナウイルス感染症による制限が緩和されつつある中、音楽、

ダンス、フードバンクのシンポジウムや体操、太極拳など令和４年度は約

５００件のイベントが開催されており、イベント件数は新型コロナウイルス

感染症の影響前と同水準近くまで戻ってきています。

これらのイベント等に訪れた方々に対して、周辺の商店街や観光スポ

ットへの周遊を促すことで、新たな人の流れを生み観光振興、地域経済

の活性化を図ります。

・柳本駅舎

柳本駅舎については、山の辺の道に通ずる観光の拠点として年々利

用者は増加傾向にあり、令和４年度は令和３年度と比較して利用者は

約１．６倍（Ｒ３＝１１８，９９０人→Ｒ４＝１９１，０００人）となりました。

特に駅舎内にあるレストラン「ピクトン」の集客は好調で、今後も住民

や観光客が集まる憩いの場所として利用者が増加していくことが期待

できます。

駅舎内にストリートピアノを設置し演奏会や駅舎前の広場を活用し

２ 天理ならではの魅力を活かし、新しい人の流れをつくる

奈良市書店での山の辺の道ＰＲ

柳本駅舎に寄贈されたストリートピアノ

天理駅前広場でのイベント
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たクリスマスパーティーの開催など、積極的にイベントも開催しました。今後は、新たなイベントを実施し、利用者

の増加を目指すだけでなく、トレイルセンター、なら歴史芸術文化村及び石上神宮等へ誘う観光の拠点としての

機能を高める取組みを推進していきます。

２－１－２多彩な観光振興で集客を行う
◆広域観光・地域間交流の推進、観光イベントの支援、体験型観光の推進

・広域観光の推進

桜井市と磯城郡３町連携事業として、なら歴史芸術文化村において周遊観光を

促進するイベントを開催しました。イベントでは、文化財・観光担当者で地元トーク

イベントや鋳造体験を実施し、さらに、イベントに合わせて周遊観光マップの増刷も

行い、当日イベントに来場した方に配布しました。

また、中南和地域の市町村との連携事業として、インスタグラマーを起用して各

市町のおすすめスポットを紹介するなど、各市町とも通常投稿する記事よりも多く

の閲覧数を獲得することができました。

奈良県や桜井市、交通事業者等と連携した事業では、山の辺の道のＰＲと美化

促進を兼ねて、秋の行楽シーズンにクリーンキャンペーン期間を設定するとともに、

デジタルスタンプラリーを実施しました。

・体験型観光の推進

体験型観光として「スポーツツーリズム事業」や「ワーケーション事業」を

実施しました。本市でしか体験できない天理大学柔道部での講話や練習

の見学、石上神宮での朝拝、なら歴史芸術文化村の体験プログラムなどを

取り入れたツアーを実施し、参加者から非常に好評でした。

また、柿農家、株式会社おてつたび、市との三者連携で、地域の魅力の

発信をした求人によって滞在型の観光を伴う労働力を得るため、旅行者と

柿農家をマッチングさせるとともに、関係人口の創出を図り、もって地域経済

の活性化を図るため、「地域経済活性化事業「おてつたび」」を実施しました。

今後もこのような本市ならではのスポーツや文化体験、自然を取り入れた観光の取組みを推進していきます。

・国際観光交流の推進

産学官連携で制作した本市の英語キャッチコピー「Ｔｉｍｅ Ｔｒａｖｅｌ Ｃｉｔ

ｙ」を活用して、ＳＮＳ等で海外の方に本市の魅力発信を行いました。キャッ

チコピーの制作は、広告代理店や出版社のノウハウ、天理大学の学生達に

よるアイデアを結集して取り組みました。

また、市内小・中学生を対象とした地元の魅力発見プロジェクトを実施

し、夏休みの自由課題として「天理のおすすめの場所」の調査をしてもらいま

した。提出作品（145 点:小学生 98 点、中学生 47 点）は、「なら歴史芸術文化村」で展示をし、来場者から優

秀作品の投票を実施、優秀作品には表彰を行いました。このプロジェクトを通じて、市内で育つ小中学生から、市

内在学の大学生まで幅広い層で地元への関心や愛着を持って貰うことができました。

また、地域の各種団体との連携により観光客が市内をぐるぐる回る仕掛け作りとして、「やまのべわくわくＭａｐ」

を製作しました。今後、この取組みに参画してくれる事業者を増やし、エリア協働での事業展開を図っていきます。

デジタルスタンプラリーデジタルスタンプラリー

ワーケーションツアー

「Ｔｉｍｅ Ｔｒａｖｅｌ Ｃｉｔｙ」プロジェクト
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高校生が天理の魅力を発見するワークショップ

◆文化財の適切な保管及び展示・公開活用、広報・ＰＲの充実

・文化財の適切な保管や展示・公開活用

なら歴史芸術文化村の文化財修復・展示棟の考古遺物修復工房で、市内の遺跡発掘調査現場から出土し

た遺物の整理作業を公開しました。埋蔵文化財センターで実施している整理作業と合わせ、文化財の適切な保

管を図りました。

また、なら歴史芸術文化村と共催で地域展『物部氏の

古墳 石上・豊田古墳群と別所古墳群』を開催しました。

会期３２日間で14,000人を越える来場があり、来場者の

内訳は市内１０％、県内３５％、県外５５％で、市外からも

多くのお客様にお越しいただきました。また、会期中に開

催した記念講演会には６２人が来場しました。

展示会にあわせて制作した解説書『物部氏の古墳

石上・豊田古墳群と別所古墳群』を来場者に配布する

とともに、ウェブサイト上でも公開しました。

・文化財に係る広報・ＰＲの充実

『天理市文化財だより』を発行し、なら歴史芸術文化村や

市内の発掘調査などでの文化財の最新情報を発信しました。

同紙面上では「大和まほろば広域定住自立圏」を構成する市

町の文化財の最新情報も掲載、ウェブ配信をし、域内の文化

財をＰＲしました。また、ヤマト地域連携推進協議会のイベント

に参画し、域内の文化財のＰＲに取り組みました。

令和３年度末に開村したなら歴史芸術文化村と連携して、市内の遺跡発掘調査現場から出土した遺物の整

理作業を公開するとともに、文化村を会場として企画展を開催しました。建造物・彫刻・絵画など他分野の文化

財修復現場と合わせて考古遺物の修復作業を公開している例はなく、企画展の開催と合わせて「古墳のまち天

理」の魅力を市内外に広く発信しました。

・古墳や寺社等の文化施設を活用した賑わいづくり

なら歴史芸術文化村を拠点とした体験イベント（計３１回・のべ４７２人

参加）や周辺古墳のガイドツアー（計２回：のべ４３人）を開催しました。市

外からの来場者が８割を占め、天理市の魅力を発信しました。

２－１－３．芸術文化を活かした交流を促進する
◆「芸術文化に出会える街」の推進 ／ Ａｒｔ－ＳｐａｃｅＴＡＲＮ等の利用促進

・高校生クリエイティブレッスンｉｎ天理２０２２

令和４年度は市内在住の高校生を対象に、人材育成のワークショップを

開催しました。ワークショップを通じて新たな地元の再発見、地元活性、持

続可能なまちづくりについて考える機会を創出しならがら、動画を制作しま

した。Ａｒｔ－Ｓｐａｃｅ ＴＡＲＮをはじめ、芸術文化エリアで制作した動画を配

信し、本市の魅力を発信しました。

地域展『物部氏の古墳 石上・豊田古墳群と別所古墳群』

なら歴史芸術文化村での体験イベント

©佐伯慎亮

天理市文化財だより
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加藤雅也氏による授業

・奈良・町家の芸術祭 はならぁと

奈良県が共催する「奈良・町家の芸術祭 はならぁと２０２２」に「こあエ

リア」として昨年に引き続き参加し、地元の地域の方々、奈良県、他市町

村及び大学と連携した文化芸術によるまちづくり事業の拠点として重要

な役割を果たしました。

「奈良・町家の芸術祭 はならぁと２０２２」では、「地球に優しいエコロ

ジカルな芸術祭」として、環境問題をテーマに現代美術の視点から環境

問題に取り組んだ展覧会を開催しました。展覧会の会場に空き家・空き

店舗を利活用し、持続可能な社会を考えるサステナブル講座、映画上映、マルシェを開催しました。展覧会や各

種イベントを通じて環境問題を考える機会を創出し、また、デジタルの活用として、「奈良・町家の芸術祭 はなら

ぁと２０２２」会期終了後、３６０°カメラを用いたデジタルアーカイブがＨＰ上で閲覧可能となっており、時間や場所

の制約なく芸術文化に触れあう機会を恒常的に創出しました。

・Ａｒｔ－Ｓｐａｃｅ ＴＡＲＮ

Ａｒｔ－Ｓｐａｃｅ ＴＡＲＮの利用者について、令和４年度は、昨年度より１３組増の２１組のアーティストが利用し、

来館者数も昨年度より２，８０６人多い延べ４，８９５人が来場しました。Ａｒｔ－Ｓｐａｃｅ ＴＡＲＮが、天理駅前広場コ

フフンからなら歴史芸術文化村へとつながる芸術文化エリアの主要導線である芸術通りの拠点の１つとしての

役割を果たし、「芸術文化に出会える街」をアピールすることができました。

引き続き、歴史芸術文化村主催の「滞在アーティスト誘致交流事業」におけるアーティスト・イン・レジデンスの

展覧会会場として提供し、人材育成のワークショップ事業なども行い、奈良県や他市町村と連携した施設利用の

促進や、イベント等の開催について検討を続け、Ａｒｔ－Ｓｐａｃｅ ＴＡＲＮの利用を促進していきます。

◆関係団体等との連携による新たな魅力の創出

・ＮＡＲＡｔｉｖｅ撮影地ネットワーク協議会

令和４年度には、なら国際映画祭の期間中、奈良公園バスターミナル内レ

クチャーホールにおいて、「ＮＡＲＡｔｉｖｅ」映画作品の上映を行い、延べ５００人

以上の来場（うち「二階堂家物語」：約１００人）がありました。また上映会場

において、協議会構成市村紹介ブースを設営し、一部物販も実施しました。さ

らに首都圏での「ＮＡＲＡｔｉｖｅ」映画作品の認知度の向上のため、１１月２２

日、２３日の２日間、東京都の奈良まほろば館で「ＮＡＲＡｔｉｖｅ」映画及び協議

会構成市村のＰＲ動画を上映しました。

※「ＮＡＲＡｔｉｖｅ撮影地ネットワーク協議会」…河瀨直美監督がエグゼクティブプロデューサーを務めるなら国

際映画祭が展開する映画製作プロジェクト「ＮＡＲＡｔｉｖｅ」の撮影地の自治体が協働して、相互交流や魅

力発信等に関連した取り組みを実施することで、観光文化の振興、関係人口の増加、地域の活性化等を

促進することを目的としとして令和３年８月に設立された団体

・俳優の加藤雅也氏によるオンライン授業

本市で撮影され２０１８年に公開された映画「二階堂家物語」において主

演を務めた俳優の加藤雅也氏とサスティナブルアーティストの吉田ときお氏

を講師として、市内２小学校（二階堂小学校、櫟本小学校）でサスティナブル

アート、ＳＤＧｓに関する授業を行いました。

なら国際映画祭での市村紹介ブース

「奈良・町家の芸術祭はならぁと２０２２」
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２－１－４．スポーツを活かした交流を促進する
◆大学と連携したイベント等の実施、スポーツツーリズムによる集客促進

「スポーツのまち天理」が有するスポーツコンテンツと、天理の豊かな自然、

歴史・文化資源を掛け合わせたスポーツツーリズムを推進し、スポーツを通じ

て地域経済の活性化を図り、天理市に訪れる方々に新たな観光を提案、天理

ブランドの魅力発信、交流人口の増加や定住促進に繋げるために、モニターツ

アーを実施しました。

・アスリート強化合宿ツアー（３回）

（旭化成柔道部、明治大学柔道部、ハンガリー柔道ナショナルチーム）

合計参加者数 ６０人

・ファミリー向け柔道体験ツアー（１回）参加者数 １６人

・ワーケーションツアー（２回） 参加者数 １７人

今後もスポーツツーリズム事業を実施し、交流人口等の増加を目指しま

す。

また、エジプト柔道チームの東京２０２０オリンピック大会後交流として、合

宿を受け入れました。スポーツ交流による天理市ＰＲを実施し、今後も継続し

てエジプト柔道チームの合宿受入れを実施していきます。

◆体育施設を活用したイベント等の推進

感染症対策を徹底し、大会等を実施しました。市立庭球場の人工芝改修に伴うリニューアルイベントや開放Ｄ

ＡＹなど、体育施設を活用したイベントを実施しました。

今後も継続して、スポーツイベント等を実施していきます。

◆スポーツに親しめる環境づくりの支援

企業版ふるさと納税制度を活用して、二階堂体育館、市立総合体育館で

プロバスケットボールチームのバンビシャス奈良によるバスケットボール教室

を開催し、延べ１２５人の小学生が参加しました。今後もスポーツに触れ合う

機会を継続的に創出していきます。

◆パブリックビューイングの開催

第１０２回全国高等学校ラグビーフットボール大会準決勝「天理高校対報

徳学園高校」のパブリックビューイングを実施し、延べ約１００人が応援しまし

た。今後も全国レベルで活躍する天理大学、天理高校などの選手を、地元天

理市民と共に一丸となって応援することで、「スポーツのまち天理」のより一

層の活性化を図っていきます。

バスケットボール体験会

天理市の魅力に触れるスポーツツーリズム

エジプト柔道チームの受入

パブリックビューイング
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ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【トレイルセンター利用者数】

トレッキングや登山の人気の影響や自然に近い場所で時間を過ごしたい方が増えたことにより、令和３年度よ

りも利用者数は増加しました。従来のハイキングや登山での利用者に加えて、自然に触れてゆっくりとした時間を

過ごす方も増えているため、様々な利用者がより満足できる施設づくりを目指していきます。

【ボランティアガイド案内実績】

令和３年度と比較すると、ガイド数が増加し、従来の５割程度まで回復してきました。観光客数が回復基調にあ

り、ガイドも申込件数も増えているため、より満足度の高いガイドを行えるよう、ボランティアガイド会員のスキルア

ップに努めていきます。

【柳本駅舎観光利用者数】

令和４年度の利用者数は近年は上昇傾向にあり、新型コロナウイルス感染症によるイベント等の規制緩和に

伴い、駅舎や駅前広場を活用したイベントを模索する動きが見られました。

より多くの利用者数を達成するためのイベントの広報及び周知の工夫が必要と思われます。

柳本駅単体でなく観光資源である「山の辺の道」や長岳寺、天理市トレイルセンターの魅力を活かし、駅舎周

辺の観光地へ誘うような取組みを推進していきます。また、そのための広報及び周知の仕方を工夫し、駅舎の利

用者を増やすことができるよう取り組んでいきます。

【天理駅前広場を活用したイベント開催数、集客数】

新型コロナウイルス感染症による制限が緩和されつつある中、音楽、ダンス、フードバンクのシンポジウムや体

操、太極拳など令和４年度で約５００件のイベントが開催されており、イベント件数はコロナ前と同水準近くまで戻

ってきています。

今後もさらなる活気を創り出すために、どのようなイベントが必要か、地域で活動している方の意見を聞き取り

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１６９，９３３人 １４５，０５５人 １３３，４５５人 １４９，６５５人 １６６，９２０人 １７５，０００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１５，４０５人 １４，５１８人 ３２９人 ３４８人 ６，６５５人 ２０，０００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１６７，９００人 １６４，２５０人 １０８，７７０人 １１８，９９０人 １９１，０００人 ２１７，９００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

４０６件

３０，３８５人

５３０件

２７，６６０人

３４２件

１０，７３５人

４２６件

１１，８７７人

４９９件

１７，３８９人

５４０件

３５，０００人
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ながら、地域の人たちが能動的に地域を盛り上げるまちづくりを推進していきます。

【スポーツイベント開催数、集客数（Ｈ２６～の累計）】

令和４年度は新型コロナウイルス感染症による市内体育施設の利用人数制限が緩和され、小学生バレーボ

ール大会やバスケットボール大会、奈良県主催のスポーツ大会など、参加者が多い大規模なイベントも実施され

たことにより、利用者数が増加しました。

今後も様々なスポーツイベントの開催による集客数の増加を図っていきます。

【文化イベント開催数、集客数】

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症対策等を講じた上で各種イベント（講演会、コンサート、芸術作品の

展示等）を開催しました。イベント件数は、コロナ禍前と同水準程度まで戻ってきており、賑わいづくりを創出する

ことができました。コロナ禍で消えかかった文化の灯を絶やさぬよう、今後も文化の振興に取り組んでいきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

累計１３１件

累計３７，２８３人

累計１９３件

累計５３，０６８人

累計２２０件

累計５６，８７１人

累計２６６件

累計６２，４２６人

累計３１３件

累計６９，１８９人

累計１６５件

累計４７，０００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１４８件

２４，９６２人

１３件

５，２３０人

１９件

５，７５５人

３３件

５，４０５人

１６３件

２８，４７６人

１５０件

２５，０００人
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２－２ シティプロモーションの推進
本市の魅力を広く内外に発信するためシティプロモーションを推進していきます。多様な魅力を

天理ブランド「めぐみ めぐる てんり」として確立し、それを市内外に積極的に発信することで、天

理のファンを増やし、本市に「住み続けたい」「住んでみたい」「このまちが好き」と思ってもらえるこ

とを目指します。

２－２－１．天理のブランドを向上させる
◆天理ブランド「めぐみ めぐる てんり」の普及／◆天理ブランドの認定

・天理ブランド「めぐみめぐるてんり」の普及

なら国際映画祭のイベントに合わせて、県庁バスターミナルにおいてブランド

産品のＰＲ販売を実施しました。また、ＪＲ奈良駅においても農産品部門にて認

定した刀根早生柿及びあんぽ柿等の加工品のＰＲ販売を実施しました。なら歴

史芸術文化村の指定管理者である（株）ネクストアクシスとの連携協定の締結

式の際には、コフフンにおいてブランド苺の販売・ＰＲを行いました。今後も様々

な機会を活かし、天理ブランドの普及を実施していきます。

・天理ブランドの認定

ブランド認定事業として、特に“天理らしさ”を重視し、農の魅力や伝統の技が光る産品の掘り起こしを行って

います。令和４年度は食品・工芸品部門を新たに立ち上げて公募を行い、市内大学やアンテナショップの指定管

理者、ＰＲ大使等で構成する審査会を開催し、新たに５商品の認定を行いました。

引き続き、産品の認定を進めるとともに、ふるさと納税事業や観光物産センター事業等と連携させながら、ブラ

ンドとしての強みを活かし、本市の魅力強化に努めます。

２－２－２．戦略的なプロモーション・ＰＲ活動を行う
◆ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）の推進
令和４年度には、寄附件数６，１２１件、総額９５，８９５，６９２円の寄附があり、概

ね昨年並みの結果となりました。
寄附金増につなげるため、ポータルサイトの特集への申込みやＰＲチラシの作

成を行うなど広報活動に注力しました。返礼品開発については、約４０件の新規
登録を行い、体験型や高額商品の登録を積極的に実施しました。引き続き寄附
者のニーズ等を見据えながら取り組みを進めます。
また、認定ＮＰＯ法人と連携したひとり親家庭への支援において、引き続きガバ

メントクラウドファンディングによる寄附募集を行ったところ、昨年度の約１．５倍（Ｒ
３＝５，６６４，０００円、Ｒ４＝８，３６７，８００円）の寄附があり、全国からより多くの支
持を得ることができました。
ふるさと納税の寄附申し込みについては、インターネット上でのオンライン申込

みが主流となっており、令和４年１０月より新たに２社のポータルサイトを新たに追
加し、現在合計５社が申込の窓口となっています。今後も寄附者のニーズ等を見
据えながら取組みを推進していきます。

◆企業版ふるさと納税の推進

令和３年度に２社（計１４５万円）、令和４年度に２社（計２６０万円）から企業版ふるさと納税として寄附金をい

ＪＲ奈良駅でのＰＲイベント

ふるさと納税チラシ

新規返礼品
（木製おもちゃキッチンセット）
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ただきました。このうち、スポーツ関連においては、奈良県企業版ふる

さと納税連絡協議会でロート製薬株式会社へプレゼンテーションを

行い、同企業から２年連続で寄附をいただくことができました。

令和５年度には新たにｗｅｂでの企業へのＰＲ（ふるさとコネクト）

などを実施し、さらなる寄附の獲得を目指します。

◆天理の魅力発信 ／ ◆ＳＮＳの特性を活かした情報発信の充実

ＳＮＳの特性を活かした情報発信としては、令和３年度に開設した「天理市公式ＬＩＮＥ」を活用し、登録者へプ

ッシュ通知で最新のワクチン接種情報等を配信し幅広い層への情報発信を行いました。また、令和２年度より休

止していたＦａｃｅｂｏｏｋ「ｅ～やん天理」についても利用を再開し、市内イベント等を周知しました。

今後も天理ならではの魅力をＦａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍに加えＬＩＮＥでも配信し、また、市ホームページ内に「子

育て特設ページ」の開設を予定をしており、子育て情報に併せて天理の魅力を発信するなど、積極的な情報発

信を行っていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【天理ブランド認定数】

新たに食品・工芸品部門として公募し、５商品の認定を行いました。引き続き各部門において認定を進めるとと

もに、ふるさと納税事業や観光物産センター事業等と連携させながら、ブランドとしての強みを活かした面での魅

力強化に取り組みます。

【公式ホームページ（ＨＰ）閲覧数及び公式ＳＮＳフォロワー（増加）数（件）】

（※増加数（Ｒ４）内訳、Ｆａｃｅｂｏｏｋ１１７件、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ１２６件、ＬＩＮＥ２４３件）

令和３年６月に開設した「新型コロナウイルス特設ページ」を活用し、引き続きワクチン接種についての最新情

報を提供しました。

ＳＮＳはスポーツ、イベントなど注目度が高いものをＦａｃｅｂｏｏｋ・Ｉｎｓｔａｇｒａｍと連動で投稿したり、ＬＩＮＥで最新

のコロナワクチン情報を発信するなどした結果、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、ＬＩＮＥでフォロワー（友達）数が増加しました。

今後、ＨＰでは引き続き市政に関する最新情報を迅速に発信していくとともに、ＳＮＳではコロナの状況を注視

しながら、フォローしてくれている人達により有益な情報を提供できる体制を整え、また、令和４年度より再開した

Ｆａｃｅｂｏｏｋ「ｅ～やん天理」を積極的に活用し、市内イベント情報等の発信に努めていきます。

さらに、新型コロナ特設ページに代えて「子育て特設ページ」を設けることでＨＰアクセス数の増加を見込んで

います。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

― ― ０件
累計６件
（Ｒ４ ６件）

累計１１件
（Ｒ４ ５件）

累計２５件
（５年間累計）

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

【ＨＰ閲覧数】
１６９，５９４件

【ＨＰ閲覧数】
２０７，４０１件

【ＨＰ閲覧数】
５３１，６３０件

【ＨＰ閲覧数】
４７３，３９５件

【ＨＰ閲覧数】
１６７，８５９件

【ＨＰ閲覧数】
１７５，０００件

【フォロワー
増加数】

４５０件

【フォロワー
増加数】

１，３２５件

【フォロワー
増加数】

１，５９７件

【フォロワー
増加数】※
４８６件

【フォロワー
増加数】
５００件

企業版ふるさと納税のの募集
（ふるさとコネクト）
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２－３ 移住・定住化の推進
豊かな自然を残しながらも、名阪国道等の道路網が整備された高原地域や山の辺の道周辺の

歴史文化遺産を有し、風光明媚な地域での豊かなライフスタイルを求める幅広い世代の人々の呼

び込みを図ります。

２－３－１．「Ｕ・Ｉ・Ｊターン」を推進する
◆高原地域への移住希望者と地域住民をつなぐネットワークの構築 ／ ◆高原の自然環境を活かした子育て

等への支援 ／ ◆空き家を活用した移住定住の受け入れ体制の整備

高原地域で活動する移住定住促進グループ「椽」では、移住希望者

と空き家所有者のマッチングを行い、令和４年度は２世帯８人（令和３年

度は３世帯１０人）が移住を実現し、令和元年からの累計が１２世帯３８

人となりました。

移住希望者が増加する一方で空き家不足が課題となっており、移住

定住促進グループ「椽」では地域イベント等で移住事例を示し空き家

提供を呼びかける等、空き家の掘り起こしを積極的に行っています。

自然豊かな地域への移住希望者は引き続き多い状況であり、今後も

移住希望者の増加が見込まれることから、地域における空き家活用へ

の理解と機運の醸成を図ります。

また、大和高原「福住村」プロジェクトでは、移住定住の促進を目

的とし、若手映画監督による地域に密着した短編ドキュメンタリー作品の撮影を行いました。

令和４年度には大和高原「福住村」プロジェクトの一環として、高原地域の魅力を発信することをコンセプトに

短編ドキュメンタリー作品が制作されました。既に移住希望者のきっかけとなっている「森のようちえん」に加え、

高原地域の魅力を発信することで、新規就農者や子育て世代へ本地域の魅力を伝えていきます。

（※）大和高原「福住村」プロジェクトについては、ｐ３７「４－１－１．新しい地域づくりを推進する」に記載。

２－３－２．暮らしやすい住まいを支援する
◆空き家バンクへの登録促進

令和４年度においても、ＮＰＯ法人「空き家コンシェルジュ」（奈良県下で空き家活用

の情報提供・相談業務を行う団体）と契約を締結し、開設している天理市空き家バンク

におけるマッチングを行いました。

令和４年度の空き家バンクへの物件登録件数は３件、利用登録件数は６８件、登録

物件の成約件数は２件となり、なお、令和４年度末までの空き家バンクへの物件登録

件数は２４件、利用登録件数は２９４件、登録物件の成約件数は１１件となっています。

また、令和４年度には、空家等実態調査及び所有者アンケート（令和３年度実施）に

基づき、物件の利活用の意向等があると回答された方に対して、電話によるヒアリング

調査及び空き家相談会への参加の案内を行いました。その結果、空き家所有者からの相談件数は過去最高の４

９件となりました。

さらなる空き家バンクへの物件登録を促進するため、空き家所有者向けの「空き家の活用事例集」を作成しま

した。市内各施設に配架するとともに、地域の実情にもっとも詳しい地元の方から所有者へアプローチしていた

だけるよう、各自治会の区長へ配布しました。また、天理市内の各郵便局でも配架いただきました。

今後、相続等、様々な問題を抱える空き家問題に対して、専門的な知識やノウハウを集結させ、問題の解決に

移住定住促進グループ「椽」の活動
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繋げていくようなプラットフォームの設立について空家等対策協議会の中で有識者と検討していきます。

◆同居・近居の支援

三世代同居、近居のための住宅支援事業として、親世帯・子世帯の同居、近居を目的とした住宅の新築、購

入、建替、追加工事（リフォーム）等に係る助成を実施し、１６件の募集に対し１６件実施しました。前年よりも募集

件数を８件増やし、より多くの方に助成金を利用いただけるようにしました。親世帯とこども世帯の同居・近居に

より、定住促進、多世代交流、子育ての負担軽減、介護環境の改善を図り定住促進に繋げていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【高原地域への移住世帯数】

リビングシフトの機運の高まりは継続しており、Ｕターンを含む移住者や移住希望者は増加しています。移住希

望者の増加に対し、活用できる空き家が不足しているため、空き家の掘り起こしを進めていきます。

【天理市への移住に関する相談数】

令和３年度に実施した空家等実態調査及び所有者アンケートに基づき、物件の利活用の意向等があると回

答された方に対して、電話によるヒアリング調査及び空き家相談会への参加のご案内を行った結果、空き家所有

者からの相談件数は過去最高の４９件となりました。一方コロナが落ち着くにつれ、利活用希望者からの相談件

数は減少しています。

引き続き、本市への移住を希望される方に対して、地域と連携したスムーズな移住促進のサポートを行ってい

くとともに空き家所有者向けの「空き家の活用事例集」を作成し、市内各施設への配架や区長への配布を行う

など、利活用可能な物件の掘り起こしと空き家バンクへの物件登録の促進を図ります。

Ｈ２８～Ｈ３０平均

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

５．３世帯 ７世帯
（累計）２１世帯

（Ｒ２ １４世帯）

（累計）３８世帯

（Ｒ３ １７世帯）

（累計）４９世帯

（Ｒ４ １１世帯）

３５世帯

（５年間累計）

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

６５件 ９２件 １８７件 ２０６件 １５６件 ７５件
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【拠点施設等来訪者数】

天理の魅力を市内外に向けての発信を継続して実施し、天理市トレイルセンターなど、天理市への観光客数

が増加させることができました。令和４年３月にオープンしたなら歴史芸術文化村を起点として、文化村への来訪

者を他の観光名所にも足を伸ばしてもらえうよう、各種媒体での魅力発信を引き続き行っていきます。

【市外からの転入者数】

転入者について、令和３年度と比較すると、令和４年度は１２７人の増加となったものの、減少傾向は続いてい

ます。令和３年度より天理教校学園高等学校の入学者の受け入れがなくなったこと（令和４年度に閉校）や市内

特定団体関係者の減少による要因があると考えられます。

社会動態については、自治体の立地条件や住宅開発の影響も大きくあり、今後は「人口減少に向き合うまち」

としての考えも持ちながら各施策を検討し、持続可能なまちづくりを進めていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１，７２０，２９６人 １，９０８，８４７人 １，３５８，３５３人 １，２５８，４２０人 １，３８２，６１４人 １，７５０，０００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２，９５３人 ２，９１０人 ２，５９４人 ２，３７９人 ２，５０６人 ３，２００人

◆ 数値目標の検証
２ 天理ならではの魅力を活かし、新しい人の流れをつくる
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３－１ 安心して結婚・出産・子育てができる環境の充実
若い世代が希望どおりに結婚し子どもが持てるように、結婚から妊娠、出産、子育てに至るまで

切れ目のない一貫した支援を充実するとともに、子どもや子育てを地域全体で見守り、支援する環

境づくりを進めます。支援制度・環境を充実させることで、結婚・出産・子育てに関する負担や不安

の軽減を図り、出産や子育てに希望を持てる地域社会の実現を目指します。

３－１－１．子育て支援を行う

◆子育て世代すこやか支援センター「はぐ～る」の充実

電話や来所での相談に加えメール相談を受け付け、相談の選択肢を増やすこと

で、切れ目のない子育て支援体制の強化を図りました。

・乳幼児相談延べ３３８人（うち１４５人は２回以上利用）。

ＬＩＮＥ公式アカウントを令和３年１２月に開設し、令和４年３月から子育て支援情報

を配信したり、個別チャット機能を活用した相談体制の強化を図ってます。また、教室

や講座を開設し、参加者の育児の不安解消や子育ての楽しさを実感できる施設を目

指していきます。

◆子育て支援事業の実施（出前保育、年齢別親子教室等）

新型コロナウイルス感染防止のため、参加人数を制限して教室や講座を開催し

ました。利用者に安心して参加してもらえるよう、感染対策を行いながら事業を実施

し、今後は庁外の活動も増やしていきます。

◆子育てサークルの育成 ／ ◆地域子育て支援拠点の拡充

子育てサークル育成として、８団体に補助金を交付しました。今後も、子育て仲間

が安心して活動できるよう、市民に広く周知し、参加しやすくなるよう連携していきま

す。

地域子育て支援拠点の利用について、電話や来所、拠点によってはメールやオン

ラインで子育て相談をしたり、自宅で楽しめる動画配信をしたりすることで、安心し

て子育てできるようサポートの充実を図りました。

今後は対面や参加型のサロンや教室を充実させ、安心した子育て、横のつながり

が持てるよう、引き続き取り組んでいきます。

◆子どもに係る福祉医療の充実

乳幼児（０歳～就学前児童）・小学生・中学生の健康保持及び福祉の増進と養育者の医療費負担の軽減を

図るため、乳幼児・小学生・中学生を養育している方を対象に医療費の一部（保険診療の自己負担額から一部

負担金を引いた額）を助成しました。

（令和４年度） 受給資格者数 ７，２２５人（３月末時点） 助成延べ件数 ７８，１３０件

令和５年４月診療分からは、子育て世代へのさらなる支援として、子ども医療費助成の対象年齢を高校生世

３ 子どもを産み育てたい人の希望が叶う、選ばれるまちになる

「はぐ～る」ＬＩＮＥ公式アカウント

離乳食教室

ぞうグループ
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代まで（１８歳に達する日以後最初の３月３１日まで）に拡大して実施しています。

◆妊娠・出産・子育てまでの切れ目のない子育て支援体制（天理市版ネウボラ）の深化

産前（妊娠２８週、３６週）にコンシェルジュより妊婦全員に電話をし、安心して出産できるよう支援を行いまし

た。

また、妊娠期から出産、子育てまで一貫した相談支援（伴走型支援）と経済的支援（出産・子育て応援ギフト）

を一体的に実施する国の出産・子育て応援交付金事業の創設に基づき、令和５年２月から本事業を開始しまし

た。保健師や助産師、ドゥーラが妊婦や養育者に寄り添いながら伴走的支援を行い、出産・子育て応援ギフトは

現金または天理市電子地域通貨『イチカ』を選択できる形式で給付を行いました。

・伴走型支援：出産応援４２７人、子育て応援２４０人 出産応援ギフト４２７人、子育て応援ギフト２４０人

その他、令和４年度から多胎妊婦の負担軽減のため、通常の１００，０００円／人の費用を超過した分の補填と

して５，０００円×５回を上限に追加交付する事業を創設しました。

◆乳幼児期からの健康づくりの推進

育児教室（すくすく教室）は、新型コロナウイルス感染症対策のため、人数を上限７組としていたが、２クール目

から９組に拡大し実施しました。１クール目は５組の親子が参加し、延べ５０人が参加。２クール目は、９組延べ９０

人が参加しました。

新生児訪問については、全戸訪問３４２人、助産師訪問１人、養育支援訪問延べ２人を実施しました。

また、ブックスタート事業として、絵本を通じた親子のふれあいを大切にしてもらうため、ブックスタートの趣旨説

明と絵本を紹介し、出生届の届出時に４０３人に絵本を配布しました。

乳幼児健診新型コロナウイルス感染症の影響で中止していた１０か月健診を集団健診として再開しました。

・４か月健診 受診者数３７０人 受診率９５．６％（個別医療機関受診）

・１０か月健診 受診者数３５４人 受診率９２．９％

・１歳９か月健診 受診者数４０３人 受診率９５．５％

（歯科健診は個別で歯科医院受診⇒受診率６６．６％）

・３歳児健診 受診者数４５４人 受診率９５．６％

（歯科健診は個別で歯科医院受診⇒受診率４５．３％）

・２歳歯科健診受診数３０６人 受診率 70.3％

３－１－２．保育サービスを充実する
◆幼保再編の推進

令和４年４月から幼保連携型認定こども園として、天理市立丹波市南こども園及び天理市立前栽こども園が

開園し、稼働しています。今後は、地域の子どもの数や保育ニーズを鑑みながら幼保再編を進めます。

また、令和５年度からは「こども家庭庁」の設置に伴うこどもに関する政策推進機能の強化等のため、健康福

祉部内に「健康・こども家庭局」を設置し、さらに就学前教育の充実を図るため、こども未来課に「幼稚園係」を

新設し、「保育係」「幼稚園係」「施設係」の３係体制により、就学前教育に関する業務を一体的に実施していき

ます。

◆学童保育所の整備拡充

児童数の増加により令和３年度に増設の準備をしていた山の辺学童保育所の分室を令和４年４月から利用
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できるようにしました。同年度中にエアコンも設置し、環境整備を図りました。今後も、放課後児童健全育成のた

め、環境の整備を図っていきます。

◆幼稚園での保育サービスの充実、保育サービスの充実（延長保育、一時保育、障害児保育等）、保育環境の

整備

公立幼稚園全園で長時間預かり保育・随時預かり保育を実施し、幼稚園における保育サービスを引き続き実

施しました。また、保育サービスを継続出来るよう、各保育施設に対して継続した支援や補助を行いました。

令和５年度からは、４月に私立保育所、６月に私立幼保連携型認定こども園の２施設が開園され、新設の私立

幼保連携型認定こども園では、市内では初めての病児・病後児保育事業が行われます。

３－１－３．結婚・出産への支援を行う
◆ドゥーラ（※）事業をはじめとした産前産後支援の充実

心身及び生活の変化が急激で不安定になりやすい周産期の母親を対象

に、寄り添い、また心身の負担を軽減し自分なりの育児ができるように、ドゥー

ラ事業、産後ケア（デイサービス、ショートステイ）事業を実施しています。年々

利用者数が大幅に増加しており、ニーズの高い事業となっています。令和４年

度からは多胎産婦の育児負担軽減を目的に、多胎産婦のドゥーラ訪問の自

己負担金を無料にしました。

・ドゥーラ事業

集団での育児相談や家族同士の交流を目的としたドゥーラサロンの利用

が６１組１２０人、家事・育児のサポートを目的としたドゥーラ訪問は２人に延べ１０回行いました。新型コロナウイ

ルス感染症の影響でドゥーラサロンを少人数で事前予約制にして実施していましたが、令和４年度は前年度より

参加数が増加しました。また、サロンでリラックスが図れるようクッションを用意する等の環境整備や育児のヒント

になるようなドゥーラのサポート等を行いました。出生後の全戸訪問でサロンの啓発を行い、育児で孤立しないよ

うに積極的に勧奨を行いました。

・産後ケア事業

産後ケア事業は、デイサービスは８０日、ショートステイは４０泊の利用があり、産科機関と連携しながら、産後

のきめ細やかな支援に努めたため、デイサービスの利用が昨年度より延べ１２日増加し需要が高まってきていま

す。その他、ドゥーラによるこんにちは赤ちゃん訪問は１９２人を対象に取り組みました。

（※）ドゥーラ・・・妊娠期から産後間もない母親に寄り添い、子育てが軌道に乗るまでの期間、日常生活（くらし）

を支える有資格者

◆結婚・定住につながる支援

・プレパパスクール

父親による子育てを応援するとともに、これからの子育て世代が出

産・育児についての理解を深められるように支援しています。令和４

年度は、妊娠中の夫婦を対象にプレパパスクールを開催し、おむつ交

換、沐浴等の体験やこれまで育成したパパマイスター（先輩パパ）と

の交流を図り、子育てのイメージが具体的になるようにしました。 プレパパスクール



29

また、子育てフェスタでパパマイスターの育児経験を基にした「育児Ｑ＆Ａ」や「パパぢからＵＰ通信」のリーフ

レット配布し、子育て世帯の父親育児参画の啓発を行いました。

・天理市ハローパートナーシップ（ハロパト）活動

“結婚応援”を入り口に、パートナーとの関係性を大切に考えたい方、

選択した人生を豊かにしたい方等それぞれに合わせた支援を行うボラン

ティアである「ハローパートナーシップメンター」の養成講座を４日間、１２

講座行いました。令和４年度は１３人の参加申込みがあり、そのうち９人が

正式にハロパトメンターとして市が認定しました。

また、ＨＰ、広報紙、奈良の子育て情報誌「ことまま」を活用し、事業周

知、次年度養成講座の案内を行いました。年度末には市商工会関連、青

年会議所関連、市内店舗、天理大学関連等に参加要請し、ハロパト天理

地域部会キックオフイベントを兼ねた事業報告会（おせっかいサミット）を

開催しました。

令和５年度は上記に加え、ハロパトメンターによる相談会や婚活イベン

トの開催、商店街やコフフンでのイベントへの参加を予定しており、相談者

への継続的なサポート、地元企業等とのつながりの強化を図っていきま

す。また奈良県内で同事業を展開する市町村と連携し、結婚、定住に繋げ

ていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【子育て拠点利用者数【市内５か所の合計数】】

令和４年度も感染症拡大防止の対策として参加人数や利用人数に制限をかけて事業の運営をしてきました。

このため、利用者数はコロナ禍前のようにはいかない現状ですが、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、

今後は利用者の増加が予想され、感染対策を継続しながら安心して利用できるよう取組みを実施していきます。

【子育て支援アプリ登録者数】※令和３年度まで。（令和４年度からはＬＩＮＥ友だち登録者数）

令和４年度３月末時点で６００人を越える友だち登録があり、はぐ～るの事業等の連絡ツールとして活用してい

ます。令和６年度の８００人登録に向けて今後も周知していきます。図書館などとも連携しながら子育てに役立つ

情報発信を行っていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１８，２９８人 １６，１６２人 ７，１７０人 ５，６６３人 ７，４５８人 １９，０００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４．３～ＬＩＮＥ導入
Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１，０２１人 １，２６８人 １，４９２人
１，７０３人

（ＬＩＮＥ２２０人）
ＬＩＮＥ６０３人

２，５００人

（ＬＩＮＥ８００人）

おせっかいサミット
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【お母さんのゆっくりとした気分でお子さんと過ごせる時間があると答えた割合】

概ね継続して７０％に近い数値で推移しています。引き続き育児のイライラや不安、育てにくさから生じるストレ

スに対し相談に応じ、継続的に支援を行っていきます。

【保育サービスの充実に満足している市民の割合（％）】

全体の割合は１．８ポイント上昇しました。そのうち、親世代である２０代から４０代までを比較すると、昨年度と

比べて２０代で３．９ポイント、４０代は９．７ポイント上昇しています。３０代では３．６ポイント減少している状況です。

令和４年度は、前栽こども園及び丹波市南こども園が開園し、保育枠は一定数増加し待機児童が減少しました。

令和５年度からは、４月に私立保育所、６月に私立幼保連携型認定こども園の２施設が開園され、４月１日現在

では、待機児童ゼロとなりました。潜在的な待機児童に対して、引き続き対策を講じていき、また、公立の保育施

設の定員を充足できるように保育士等の確保及び増員に努め、各家庭の支援を拡充していきます。

新設の私立幼保連携型認定こども園では、市内では初めての病児・病後児保育事業を行われることから、保

育サービスの向上につながるものと考えます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

６４．８％ ６８．３％ ７２．０％ ６９．２％ ６７．２％ ７０．０％

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

３２．７％ ２５．４％ ２４．９％ ２６．７％ ３５．０％
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３－２ 特色ある教育の充実
郷土の自然や文化を学ぶ視点を大切にしながら、児童生徒に「生きる力」を育むために「確か

な学力」「豊かな人間性」「たくましい心身」の育成を目指します。また、基礎学力の向上を図ると
ともに、本市の強みである国際性・芸術文化・スポーツ等を活かした特色ある教育環境を整えるこ
とで、子育て世代に魅力ある教育を提供します。

３－２－１．特色ある教育内容を提供する

☆みんなの学校プロジェクト

令和４年度からの新たな取組みとして、「食品残渣発酵分解

装置導入」、「イチカステーション（資源コミュニティステーショ

ン）設置」、「学校と公民館の融合」の事業を３つの柱として、大

人と子どもがつながりを深め、地域で子どもを育むことにつな

げるため、地域の拠点である学校を地域の人も集えるコミュニ

ティスペースとして再生しようとする「みんなの学校プロジェク

ト」をスタートしました。

食品残渣発酵分解装置については、給食調理くずや食べ残

しを堆肥にし、生ごみの減量化に繋げられることと食品ロス等に

ついての学習の一助とするため全市立小学校に設置しました。

イチカステーションについては、持続可能な脱炭素社会に向けて、ごみの減量化、資

源化を図るという意識を少しでも高めてもらえるよう地域の方々を中心に運営いただき、

交流の場としても利用できるスポットとして全市立小学校に設置します。

学校と公民館活動の融合については、公民館を拠点とする地域の方々の社会教育活

動等を小学校での子どもたちの学習活動に取り入れ、地域の方に関わりのある学習を

展開していくことを目指しています。

令和４年度は複数の小学校で公民館活動を子どもたちと一緒に活動しました。

◆ＩＣＴを活用した学習内容の充実

ＧＩＧＡスクール構想の環境実現を目指し、各小中学校に１台ずつＣｈｒｏｍｅｂｏｏｋ対応プリンタを導入し、北中

学校の新校舎におけるネットワーク環境を整備・構築しました。また、新型コロナウイルス感染症拡大時の休校に

伴う家庭学習の際の動画配信やオンライン授業等のために通信環境等の整備（小学校１１３枚、中学校３７枚の

ＳＩＭカードの準備）を行いました。

令和５年度には小中学校へ電子黒板の導入を予定しており、その導入

にあたり電子黒板の取扱いメーカー５社より市内の中学校全校と小学校５

校へ、１か月から２か月程度の電子黒板のレンタルを受けました。その際に

教育委員会と各学校の有志の教職員（各校１０人程度）で利用方法等の

デモンストレーションを受け、実際の授業でも電子黒板を利用しました。

１人１台の情報端末の活用、セキュリティー及び大容量高速通信を考慮

した学校ネットワークの運用を図ることで、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公平に個別最適化され

た学びの継続的な実現を目指します。

～教育をまちの文化に！

まちの発展が

子どもを豊かに育てる！～

「みんなの学校」

資源ステーション

電子黒板による授業の様子
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福住の里山を学ぶ

また、今後導入予定である電子黒板やデジタル教科書等のＩＣＴ機器の導入により、双方向的な教育の実現

や視覚的により分かりやすい説明、より効率的な授業が可能となります。さらには児童や教職員のＩＣＴに対する

機運醸成にもつながり、教育水準の向上や地域ＩＣＴ産業の人材育成等の好循環を生み出します。

◆家庭・地域との連携、協働の強化 ／ コミュニティ・スクールの推進

家庭・地域との連携、協働の強化について、地域ボランティアの活動状況を、「学校だより」「ボランティアだよ

り」「公民館だより」等で紹介し、保護者の活動への参加を呼びかけ、家庭と地域の連携の強化に努めました。

コミュニティ・スクールの推進については、令和２年度より、市内１２の小中学校において、コニュニティ・スクー

ル（学校運営協議会制度）が導入され、未来を担う子どもたちの成長を支えるため、学校が地域住民等と目標

やビジョンを共有しながら取組みを進めています。

令和４年度においては、市内１２の学校運営協議会で年間延べ３５９人の委員が参加し、延べ３５回の熟議の

場が設けられました。これからも、学校を地域の核として地域コミュニティの活性化を図っていきます。

◆不登校児童生徒の支援

不登校児童生徒の心の安定を図り、保護者と環境調整や支援策の検討を行

うため、心理アセスメントをもとに、教育相談（カウンセリング・プレイセラピー）を

実施しました。

また、適応指導教室「いちょうの木教室」では、不登校状態にある児童生徒の

居場所として、学習支援や活動支援を行うことで、子どもたちの自主性や社会

性の伸長を促し、学校復帰及び社会復帰への過程とし、さらに、家庭から外へ出

にくい、又は、学校へ行きにくい児童生徒へ、心理学を専攻する大学生・大学院

生をゆうフレンドとして派遣することにより、一緒に過ごす時間を共有することで、

次の一歩を踏み出す支えとなっています。

学校支援を行うために、天理市不登校等支援委員会を設置し、不登校の早期発見早期対応を円滑に行うた

め、各校での調査・学校訪問相談会・事例検討会等を実施しました。

◆子ども若者支援の充実

子ども若者支援については、ひきこもり総合相談窓口として「夢てんり」を開設しました。１５歳以上のひきこも

りやニートの課題に悩む若者やその家族の相談を行いました。

また、１８機関とオブザーバー３機関で構成された「子ども若者支援てんりネットワーク」を展開し、代表者会

議・実務者会議を通じて、支援を必要とする方を支援機関につなぐシステムを構築しています。

また、ひきこもりの若者の居場所として「夢カフェ」を開設し、社会へ復帰するための準備を支援しました。その

他、「ユースアドバイザー養成講座」を実施し、ひきこもり支援の理解を広め、市民によるニート・ひきこもりに悩む

若者の発見と相談機関への誘導を啓発しました。

３－２－２．魅力的な教育環境を構築する
◆福住小中学校事業の推進

令和３年４月から施設一体型小中一貫校が始まりました。理科・社会・体

育等小学校における一部教科で教科担任制を実施することにより、小学５、

６年生が部活動に参加できるようになりました。英語教育とＩＣＴ教育につい

ては、令和４年度も継続して行いました。また、福住いきいきタイムの時間を

活用し、「福住村プロジェクト」の教育連携事業として農業プロジェクトとエ

いちょうの木教室
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ネルギープロジェクト（里山、エネルギー）を実施しました。

◆保育所・幼稚園・小学校・中学校の連携、高校・大学との相互連携授業と体験活動の実施

幼稚園では、小学校の運動場を借りて遊んだり、校長先生の話を聞いたりするなどできることを工夫して連携

した。高校、大学等との連携については、天理大学体育学部や添上高校と連携した取組みを進めていく予定で

す。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【高校・大学との連携事業数】

令和 4年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、添上高校と櫟本小学校の連携 1件のみ実施しま

した。

令和 5年度は、瑞山市中学生と市内中学生との国際交流において、天理大学の国際学部韓国・朝鮮語専攻

の学生に通訳で来てもらったり、教員を目指す天理大学の学生に学校支援ボランティアとして、市内の小中学校

に来てもらうなどの連携を進めていきます。

【学校と協働した地域活動に参画してくれるボランティア数】

学校・地域パートナシップ事業等に参加したボランティアの年間延べ人数。コロナ禍における行動規制が緩和

されたことに伴い、中止や規模を縮小して実施していた活動等の見直しを図りました。また、学校を地域の核とし

て地域コミュニティを活性化させ、子どもたちの様々な教育課題の解決及び地域の教育力向上を図ります。

【小中学校の教育環境が充実していると感じる市民の割合】

一人一台端末を活用した授業やすぐーるを活用した保護者連絡システムが、保護者に浸透してきました。ＩＣＴ

を活用した授業のさらなる充実とみんなの学校プロジェクトによる地域の方と子どもたちとの交流により、教育の

充実を図っていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１９件 １２件 ３件 １件 1件 ２５件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１６，３２７件 １９，５０６件 １３，２９６件 １４，３９６件 １５，９７７件 １８，０００件

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

４８．３％ ３５．４％ ３９．８％ ４５．１％ ６０．０％
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３－３ 地域で育てる子育ての推進
すべての子どもの成長を育むために、地域や専門機関と連携した支援体制を整備し、地域全体

で子育てに携わる仕組みを構築します。また、児童生徒が放課後等を安全・安心に過ごすことが

できる居場所づくりを推進します。

３－３－１．地域と連携した取組みを充実する
◆放課後等の教育活動の充実

放課後や休日に、学校の教室や公民館等を活用して、子どもたちの安全・安

心な活動場所を確保し、地域人材を効果的に活用しながら、地域と学校が連

携・協働して学習や様々な体験・交流活動の機会を定期的・継続的に提供する

放課後等の教育活動を進めています。

令和４年度は、市内４か所で、地域ボランティア延べ２００人にご協力いただ

き、年間延べ６２５人の児童が参加する「放課後子ども教室」を開設し、放課後

学習や体験活動を行いました。また、市内４中学校においては、地域の学習ボラ

ンティア等延べ２２４人にご協力いただき、「地域未来塾」を開設しました。年間延

べ1,735人の生徒が参加し、生徒の未来を保障する学力向上の取組みを行い

ました。

３－３－２．ふるさと教育を推進する
◆地域の伝統行事等を活用した交流

地域の伝統行事等を活用した交流として、ふるさと運動実行委員の協力のもと朝和小学校５年生が社会科

の学習として古代米栽培体験事業を行いました。

事前学習で学んだことを深めるとともに、実際に体験し、また地域の方々との交流の機会にもなりました。古代

から伝えられてきた米作りの大切さや、ふるさとの良さを次の世代に伝えていける心豊かな子どもを育てていくた

め、今後も引き続き、ふるさと運動実行委員の方々と事業を進めていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【地域への学校（多目的室）開放利用者数】

井戸堂小学校、前栽小学校では、土曜日、日曜日に利用登録をした校区内の団体に多目的室の開放を実施

しています。令和４年度の両小学校利用者合計は、３５４人でした。また櫟本小学校、前栽小学校では、園児・保

護者を対象に学校図書館の開放を実施し、ボランティア団体等による絵本読み聞かせ等を行っています。櫟本

小学校での令和４年度の利用者数は、１４７人でした。前栽小学校については、令和３年度に引き続き新型コロ

ナウイルス感染症の影響で未実施となりました。今後も基本的な感染症対策を講じながら安全に利用してもらえ

るよう事業を推進していきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

７５２人 ９２０人 ３７４人 ４５０人 ３５４人 ３７４人

サタデースクール「おもしろ実験教室」
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【放課後等の教育活動への延べ参加者数】

放課後子ども教室並びに地域未来塾や町力塾に参加した児童生徒の年間延べ人数で、令和４年度は、過去

最高の２，５３４人となりました。放課後等において、地域と学校が連携・協働して学習や様々な体験・交流活動の

場を提供していきます。また、「地域未来塾」をはじめとした学習支援活動においては、地域人材を活用し、児童

生徒の未来を保障する取組みを進めていきます。

【今住んでいる地域の行事に参加している児童、生徒の割合】

基準値より下回っているのは、新型コロナウイルス感染症による地域行事が行われていないことが要因と考え
られます。今後は、天理の良さを伝える調べ学習を市内小中学校で実施する予定です。
（※）令和 2年度は全国学力・学習状況調査（小 6・中 3）が実施されなかったため、天理市独自の生活・学

習アンケート（小 3～中 3）の指標を使用。

【０～１４歳人口（年少人口）】（各年度５月１日現在人口）

内訳として、０歳人口（４６０人（Ｒ２）→４２１人（Ｒ３）→３８９人（Ｒ４））が減少しており、出生数の減少が年少

人口の減少の大きな要因となっています。

自然動態（出生数と死亡数の差）による人口減少の影響は年々増加しており、今後は「人口減少に向き合うま

ち」として人口減少を前提として各施策を検討し、持続可能なまちづくりを進めていきます。

【安心して子どもを産み育てられると感じる市民の割合】

前年度と比較し上昇しており令和６年度の目標値に達しています。令和５年２月より出産・子育て応援交付金

事業を開始しており、経済的支援と伴走型相談支援を一体的に出産から子育て期において寄り添い支援を強

化していきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１，８２７人 ２，１２７人 １，４０６人 ２，２９２人 ２，５３４人 ２，０００人

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

５０．６％ ２５．９％ ４２．５％（※） ３４．８％ ３４．８％ ６０．０％

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

８，２１４人 ８，０８３人 ７，９７３人 ７，８１１人 ７，５７５人 ７，８２９人

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

３３．７％ ３３．１％ ３７．５％ ４１．２％ ４０．０％

◆ 数値目標の検証
３ 子どもを産み育てたい人の希望が叶う、選ばれるまちになる
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通いの場

４－１ 地域で支え合う暮らしやすいまちづくり
市民に対して地域活動への理解を深め、参加を促進することにより、市民が地域コミュニティの

一員としての役割を認識し、地域住民同士で支え合いながら主体的にまちづくりに関わる地域を
目指すとともに、市内の各地域の持つ特性を残し活かしながら、地域間の移動・交流を図れる基
盤を整備します。

４－１－１．新しい地域づくりを推進する
◆地域の支え合い活動（サロン活動、買い物支援、子ども食堂等）への支援

地域における支え合い活動である「こども食堂」への支援として、フードバンク

天理・天理大学学生との協働によるフードドライブを実施しました。

市役所、社会福祉協議会、各公民館の他、幼稚園と小学校にもご協力いただ

き、合計２０か所での開催となりました。

多くの市民からご寄付をいただいた食品を大学生の手を通してこども食堂実

施団体へ寄付することにつなげ、天理市ならではの多世代・多様な支え合い活

動につながりました。

今後も天理市に潜在している多様な関係者とのさらなる連携・ネットワーク構

築を目指し、課題を抱える市民との橋渡しを継続していきます。

◆支え合いリーダー（ＳＴＥＰ体操、活脳教室等）の発掘・育成

支え合いリーダー（ＳＴＥＰ体操、活脳教室等）について、ＳＴＥＰリーダーを

２０人養成しておりＳＴＥＰ体操の普及啓発に当たっています。

フォローアップとしてリハビリテーション職による研修を実施するなど継続

的に育成を実施しています。また、活脳教室におけるサポーターは、２７人が

養成研修を受講し活脳教室での参加者の支援を行いました。

また、新たに、生活支援体制整備事業で生活支援ボランティア（通称てん

さぽ）として活躍する天理市生活支援サポーターについて、天理大学看護

学科生や社会福祉法人職員の有志団体など多世代・多様な分野から１２２人

を養成し高齢者の軽微な日常生活課題への支援（草引きや買い物代行な

ど）を行いました。

今後、地域に潜在している新たな担い手の発掘に取り組むことに加えて、養成した担い手の力が十分に発揮

できるフィールドを提供し、地域における支え合い活動の活性化を目指していきます。

◆地域の居場所づくりへの支援（「通いの場」の立上げ等）

生活支援コーディネーター、及び地域包括支援センター職員を中心に高

齢者の居場所となる通いの場の立上げの支援を実施し、市内９か所の立上

げが実現しました。通いの場の活動として、生活支援コーディネーターが中

心となり、「モルック」の体験会を実施しました。気軽にゲーム感覚で取り組

４ 垣根を越えた連携・協働で、暮らしやすく、住み続けたいまちをつくる

てんサポ養成講座

フードドライブ
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め、また世代問わず参加できるものであることから、今後も継続して体験会等を実施し、高齢者だけの居場所で

はなく多世代の居場所づくりとなるような支援を検討していきます。

また、地域の支え合いの基盤づくりを推進するため配置している生活支援コーディネーターが行う、軽微な生

活課題を抱える高齢者とボランティアとのマッチングを行うに際して、アプリ（みまもりあいアプリ）を活用していま

す。アプリには行方不明者捜索機能があり、ダウンロード者数の増加が捜索機能の向上につながることから、今

後も引き続きアプリの普及啓発を行っていきます。

◆街づくり協議会等の実施

天理駅周辺地区・南部地区・高原地区・北部地区の市内４エリア各地域が持つ魅力や特性を活かした街づく

り協議会があり、各地区の基本構想に基づく地域主導のまちづくり事業の開始・拡充については地域総活躍ま

ちづくり提案事業助成金制度により支援を行っています。

令和４年度は、６件の提案事業について補助金を交付しました。今後も地域の活性化や課題解決のため街づ

くり協議会等の取組みを継続して実施していきます。

・地域総活躍まちづくり提案事業

・天理駅周辺地区…第１回奈良県・天理レスリングフェスティバル

・南部地区…歴史と共生するまち「柳本ウォークマップ」、柳本町制１００周年記念事業

・北部地区…創立１５０周年事業「みんなのひろば」

・高原地区…復元氷室案内板修繕事業、サステナｍｅ ｖｏｌ．１０発行記念「ママをやめてもいいですか！？」

上映会＆シェア

☆大和高原「福住村」プロジェクト

令和３年度より、持続可能な循環型の里山暮らしの実現を目指す官

民連携による大和高原「福住村」プロジェクトに取り組んでいます。

令和４年度は、「オーガニックによるお茶づくり」や「有機農業」を

スタートしました。

お茶づくりでは、耕作放棄茶畑を活用し、地域有志の皆さまと事業者

が協力して原料となるお茶の木の収穫を行うなど、放棄茶畑再生に向

けた第一歩を踏み出しました。また、有機農業に関する取組みとして、

地域の農家の方々があじまるみ大根やさつま芋といった新たな商品

作物の栽培を行い、収穫した作物はプロジェクト協力事業者である無

印良品により、店舗や地域イベント「市」で販売されました。

さらに、オーガニックのお茶や作物づくり、里山の再生などを学ぶワ

ークショップを開催しました。参加者はワークショップで学んで終わ

りではなく、地域でオーガニックハーブの栽培や茶畑の手入れなどに

主体的に取り組み、学びを実践につなげています。また、旧福住中学校を活用した地域

交流イベント「市（いち）」を７月、１１月、３月に開催し、多くの来場者の方々とプロ

ジェクトの現在地を共有しました。

令和５年度は、昨年度に放棄茶畑から収穫した原料を使い「福住産里山三年晩茶」を

製造しました。地元小中学校の児童・生徒が考えたパッケージデザインを用いた「福住

産里山三年晩茶」の商品を、プロジェクト協力事業者の店舗等で販売する予定です。
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４－１－２．地域コミュニティを活性化する
◆地域活動を支える組織形成の支援及び地域活動の推進への支援

天理市では、地域間のコミュニティが強く、また１校区ごとに公民館が設置されてい

ます。「住みよい支え合うまち」を形成するため、公民館と自治会が連携した事業を実

施しました。

また、各公民館活動において、生涯学習推進員に積極的に参加してもらい、地域と

繋ぐ立場として活躍いただいています。今後は、希薄化が懸念される子どもと高齢者

を繋ぎ、社会教育だけでなく、学校教育にも参加してもらいながら地域連携に取り組

んでいきます。コロナ禍により地域社会の希薄化が進む中、自治会の非加入者へ加

入のメリットを伝え、加入促進につながるように努め、また公民館活動のＰＲも積極的

に行っていきます。

◆自主防災組織の強化とネットワーク化の推進

災害を未然に防ぐとともに、地域の安全・安心を確保するため、令和４

年度においても、引き続き自主防災組織結成への支援や防災士の資格

を持つボランティアの養成を実施しました。

西長柄町では、年に１度の総合防災訓練として、令和４年１１月に奈良

県防災士会から防災士４人の派遣を受け、地域防災における専門的な

知見を加えて訓練を実施しました。

今後も、引き続き自主防災組織の結成及び防災士の養成を支援しつ

つ、地域との連携強化を図っていきます。

◆相互応援体制・協力体制の整備、災害ボランティア活動

関係機関と相互応援体制の整備について、令和４年度においても、

引き続き関係機関（消防・警察等）との連携を図りつつ、民間事業者との防災協定の締結を推進しました。令和

４年度は６つの協定を締結、災害時における受援体制の整備を進めました。

【令和４年度締結の防災協定一覧】

協定名称 相手方 協定内容

特設公衆電話の設置・利用に関する覚書
西日本電信電話株式会社
（令和４年１２月９日）

災害時通信手段特設
公衆電話の設置補助

災害時等での施設利用の協力に関する協定書
株式会社ダイナム
（令和４年１２月１９日）

避難場所の提供

近畿福山通運株式会社との災害時における物
資輸送等の協力に関する協定

近畿福山通運
（令和５年１月１２日）

物資輸送

災害時の法律相談等に関する協定書
奈良弁護士会
（令和５年２月２８日）

法律相談

天理市・川西町 災害時相互協力に関する覚書
川西町
（令和５年３月８日）

避難場所の提供

奈良県震度情報ネットワークシステムに関する
協定書

奈良県
（令和５年３月３１日）

震度計運用に係る協定

自治会加入リーフレット

西長柄町防災活動フェア
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また、大規模災害時において、行政、関係機関等では対応が困難であることが想定され、災害ボランティアは、

非常に重要な役割となります。 令和４年度においても引き続き、災害ボランティア活動における受入体制の確認

等を行い、地域防災計画における市の体制見直しを図りました。

今後も、引き続き関係機関との連携を図りつつ、民間事業者等との協定に係る協議を継続していくなど、防災

体制の強化を進めていきます。

４－１－３．機能的で生活しやすいまちをつくる
◆自治体ＤＸ（※１）の推進

ポストコロナを見据えた持続可能な行政サービスを実現するため、窓口業務のオンライン化をはじめとする“デ

ジタル市役所への推進”への取組みを実施しました。

・「天理市自治体ＤＸ推進方針」の策定

国の「自治体デジタル・トランスフォーメーション推進計画」に基づき、行政サービスについて、デジタル技術や

データを用い、住民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、人的

資源を行政サービスの更なる向上につなげていくために、「天理市自治体ＤＸ推進方針」を策定した。

（※１）自治体ＤＸ・・・自治体が最新のデジタルテクノロジーを活用して住民に提供するサービスや業務フローなど

を変革させること。

・行政手続、窓口業務のオンライン化

子育て関係１５手続及び介護関係１１手続のオンライン化を整

備し、市民サービスの向上・充実化を図りました。また、窓口業務

のデジタル化として、引越し関係・各種証明書発行などの手続

が、事前にスマホなどから行えるようになったことで、「書かない・

待たない・カンタンなデジタル申請」を実現し、市役所で

の待ち時間を３分の１まで削減できました。

現在、自治体行政のデジタル化に向けた基盤を整備

するため、国が示す標準仕様書に基づき、住民情報系の

システムの標準化を進めており、標準システム移行後に

デジタルを活用した行政サービスが行えるよう、窓口ＤＸ

ワーキンググループを立ち上げ、デジタルを活用した窓口

改革を進めていきます。

・ＡＩ-ＯＣＲ（※２）、ＲＰＡ（※３）の活用

ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡを活用し、課税業務・人事業務・ふるさと納税受付業務・医療費の償還払い業務・学校給食

関連・市政アンケートの集計業務・価格高騰緊急支援給付金支給業務等で概ね年間の業務所要時間を７割程

度削減できました。また、電子決裁システムも導入し、庁内業務の効率化を推進しました。令和６年度末までにＡＩ

－ＯＣＲ・ＲＰＡ利用業務を３０業務まで伸ばし、庁内業務の効率化をさらに推進していきます。

（※２）ＡＩ－ＯＣＲ・・・Ｏｐｔｉｃａｌ Ｃｈａｒａｃｔｅｒ Ｒｅｃｏｇｎｉｔｉｏｎ／Ｒｅａｄｅｒの略。スキャナなどを使い、印刷された文字

や紙に書かれた手書き文字を読み取り、ＡＩ（人工知能）と組み合わせてより正確に、コンピュ

ータが利用できるデジタルのテキストデータに変換できる技術のこと。

（※３）ＲＰＡ・・・Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎの略。デスクワーク（主に定型作業）を、パソコンの中にあるル

ールエンジンやＡＩ等の技術を備えたソフトウェア型のロボットが代行・自動化すること。
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・内閣府の地方創生人材支援制度（デジタル専門人材派遣）の活用

内閣府の地方創生人材支援制度（デジタル専門人材派遣）を活用し、ＩＣＴ推進専門官として民間企業（西日

本電信電話㈱）から人材を１人受け入れ、ＤＸ推進による業務改善やＤＸ人材育成を進めていきます。

・デジタルデバイド対策

令和４年度までに取り組んできた１０～２０人が参加するパソコン教

室やスマホ教室の回数を増やすほか、移動できる車両内で行うスマホ

教室を実施し、デジタルデバイド対策に取り組んでいきます。

◆施設機能の複合化や集約等による施設適正配置の推進

公共施設について全体最適の観点から再編・再配置を踏まえ、個別施設の維持管理・更新等にかかる対策

や実施時期等を定めた「天理市公共施設個別施設計画書」を改訂し、内容の最適化を計りました。

今後についても、施設の効率化や維持管理費用の縮減等を念頭に置きながら、公共施設の適正配置の検討

を進めていきます。

◆持続可能な地域公共交通網の形成等

・コミュニティバス

市内の公共交通空白地帯の解消や、高齢者など交通弱者の利便性の向上、

中心市街地、公共施設へのアクセス改善を図る目的で、西部線及び東部線の２

路線について奈良交通株式会社に運行を委託する天理市地域公共交通活性化

協議会に負担金を交付し、コミュニティバスを運行しました。

・西部線 １日５便×２４３日＝１，２１５便 年間利用人員 １４，４４２人

・東部線 天理駅～下山田系統 １日８便×３６２日＝２，８９６便

年間利用人員 ９，７９９人

・東部線 苣原～天理北中学校系統 １日１便×２４４日＝２４４便

年間利用人員 ２，３４８人

・デマンドタクシー

公共交通空白地帯の更なる解消対策として、コミュニティバスでカバーできない

地域の一部に対し、奈良近鉄タクシー株式会社に運行を委託する天理市地域公

共交通活性化協議会に負担金を交付し、デマンド型乗合タクシーの運行を行いま

した。

・３，３７６便 年間利用人員 ５，０７０人（運行日数２４３日）

・天理市地域公共交通網形成計画

平成３１年３月に策定した天理市地域公共交通網形成計画は、令和５年度をもって計画期間が終了するため、

次期計画として地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正に対応した形式に改定するとともに、再

編後の地域の公共交通の実態を把握し、移動ニーズに応じた交通サービスを実現するため、令和４年度にアン

ケート調査やデータの分析を実施しました。

令和５年度も各種調査を行い、基本方針を固めた上で次期天理市地域公共交通計画を策定していきます。
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・ＡＩ（人工知能）を活用した公共交通の実証実験

令和５年７月に奈良トヨタグループとの移動支援による地域活性化に関する協定を締結しました。協定の内容

は、地域の移動支援に関する事業に取り組むことで、市民の移動手段の確保や地域活性化の推進を図ることを

目的としており、今後、ＡＩ（人工知能）を活用した公共交通の実証実験を行い、公共交通の利便性の向上を図っ

ていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【自治会加入率】

自治会加入の推進を行うため、転入の方に対して、市民課において加入の案内のリーフレットを配布していま

すが、コロナ禍による地域住民同士の関係の希薄化により加入率が伸び悩んでいる現状であります。特に、自治

会加入のメリットを感じられないとの声もあるので、その部分をどのように周知していくかが課題となっており、自

治会の案内を行うだけでなく、ホームページやＳＮＳを活用しながら、自治会加入のメリットも伝えれるような形で

取り組んでいきます。また、公民館とも協働しながら自治会加入の促進に努めます。

【地域の通いの場の数】

生活支援コーディネーターを増員したことにより、日常生活圏域内のきめ細やかなサポートを実施し、新型コロ

ナウイルス感染状況が令和４年度の後半では自粛解除の風潮が高まったことから社会活動の再開が進みまし

た。

令和５年度からは丹波市校区、前栽校区、朝和・柳本校区にそれぞれ新たに生活支援コーディネーターを配

置し、さらに地域に密着した地域主体の活動についてのサポートを可能とします。

【防災協定等の締結数】

６団体と防災に関する協定を締結ました。( ｐ３８令和４年度締結の防災協定一覧のとおり )

大規模災害時においては、行政のみでは対応が困難な事態が想定されます。今後も、官民連携による安全・

安心な防災体制の構築を図っていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

５９．３％ ５９．２％ ５９．４％ ５８．９％ ５９．６％ ６０．２％

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２６件 ３１件 ４１件 ４６件 ５５件 ５６件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

４９件 ５１件 ５５件 ５６件 ６２件 ６０件
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【公共交通機関の利便性が充実していると思う市民の割合】

全体的な満足度は年々増加傾向にあります。デマンドタクシーの満足度が６４．３％と一番高く（前年より上昇）、

続いてコミュニティバス東部線（４０％で前年と同率）、コミュニティバス西部線（３１．３％で前年より下降）の順

番となっていました。デマンドタクシーの需要が高まってきているので、さらなるサービスの向上を図り、広報及び

周知の方法を工夫し、利用促進に取り組んでいきます。

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

２５．６％ ２９．０％ ３５．２％ ３６．７％ ３０．０％
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４－２ 健康づくりの環境の充実
社会保障制度を充分に活用しながら、医療や福祉等の様々な側面から地域において高齢者や

子ども、障害者等のすべての住民を支える仕組みの構築を目指します。また、市民に対し様々な機
会を活用して、自分自身で日常的に健康管理を行うことを啓発し、各種検（健）診の受診や日々の
健康づくりを積極的に行う意識を定着させることを促進します。

４－２－１．地域包括ケアシステムを推進する
◆ＳＩＢ事業（※）による活脳教室の充実

市立公民館（祝徳公民館）、民間施設のフリースペース（㈱あいネットフリースペース）、地域の集会所（上入

田集会場、西長柄町公民館）で活脳教室を開催しました。

参加者の認知機能の維持改善など設定された成果指標は、９９．９３％達成しました。令和４年度は自治会な

どの協力もあり地域の会場で開催し、地域の自主活動につながりました。

今後は、全ての市立公民館の開催が終了し、より地域に密着した会場での開催を目指していきます。

（※）ＳＩＢ事業・・・Ｓｏｃｉａｌ Ｉｍｐａｃｔ Ｂｏｎｄの略。事業の成果を評価して可視化し、それに評価結果と支払いを

紐づけた成果連動型民間委託契約のひとつ

◆活脳クラブの展開

市主催事業による活脳教室終了（６か月）後、参加者が継続して認知症予

防に取り組むため自主クラブとして高齢者の通いの場である活脳クラブを立

上げ、令和４年度は、オンラインでの交流会を行いました。新型コロナウイルス

感染症の感染予防対策のため、会議室に人数制限がある中、オンラインで交

流することで密となる心配もなく、また移動の必要もなく交流することができま

した。また、クラブ参加者に対して活脳教室終了１年後に行ったＭＭＳＥ検査結

果では、約９３％が認知機能を維持・改善されていました。

今後、様々なクラブでデジタルの活用をはじめ、様々な交流会の企画を行っ

ていきます。また、活脳クラブでの取組みの有効性を図るため、継続的に認知機能検査（ＭＭＳＥ検査）も実施し

ていきます。

◆市立メディカルセンターの運営（地域包括ケア広場 まちかど相談室）

市立メディカルセンター内の地域包括ケア広場においては、「いきいきは

つらつ教室」を中心に介護予防教室を実施しました。「健康ステーション」と

して体組成計などにより自身の健康チェックを行い、「まちかど相談室」に

配置している保健師が健康相談を実施するなど、各機能を有機的に連携す る

ことで高齢者等の健康づくりの推進に取り組んでいます。

今後は、より幅広い高齢者の参加を促すため教室内容の見直し等を含

め検討を進めていきます。

いきいきはつらつ教室 おりがみ教室

活脳クラブオンライン交流会



44

◆地域包括ケアシステムの推進

多様な主体の連携を図るべく、薬剤師会に対し地域ケア会議への参画を行ったほか、医療機関や介護事業

所等に所属する看護職及びリハビリテーション職と会議を行い連携を図りました。

今後も各種団体とのつながりを構築することに加え、既に構築したつながりを活用し、様々な連携による事業

及び支援を実施していきます。

◆高齢者の「通いの場」の提供（ＳＴＥＰ体操、いきいきはつらつ教室、ふれあい教室、サロン活動等）

生活支援コーディネーター及び包括支援センターを中心に新たに９か所での体操をきっかけとして、「通いの

場」を立ち上げました。

今後、ニーズのある地域に加え行政が通いの場の必要性を説明するなど動機づけをした形での住民主体の

通いの場の立上げ支援の在り方を検証するとともに、継続支援として、リハビリテーション職による体力測定を実

施していきます。

４－２－２．地域における健康づくりを充実する
◆健康づくりの推進 ／ ゲートキーパー（※）の養成等の心の健康づくりの推進

毎月１０日は「天理市健康づくりの日」、１９日は「食育の日」の啓発幟や庁舎内放送による啓発・乳幼児健

診・成人式での啓発を実施しました。

ゲートキーパー養成研修として、昨年度に引き続き天理市民・民生委員を対象として実施しました。感染対策

をしながら、講義及びロールプレイを実施し、１９人の参加者がありました。

（※）ゲートキーパー・・・自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけて、

話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人

◆肝炎検診や各種がん検診等の実施、受動喫煙防止の推進

・肝炎健診や各種がん検診等の実施

各種がん検診、肝炎検診、集団検診について、がん検診やイベント等をＨＰ、ＬＩＮＥ、インスタグラムで啓発を行

い、年間４２回実施、個別検診実施期間は例年通り実施しました。

・受診人数（受診率）

胃がん １，０４４人（４．４％） 大腸がん ２，６４０人（５．３％）

肺がん １，２８９人（３．３％） 乳がん １，１１０人（１４．１％）

子宮がん ９５０人（８．４％） 肝炎検診 ２４８人

がん検診集中キャンペーン月間、ピンクリボン月間である１０月には、コフフンであけぼの会と協働でピンクリボ

ンキャンペーンを実施し、乳がん検診受診勧奨と自己検診法の啓発を行いました。

・受動喫煙防止の推進

禁煙週間や商工会健診、健康づくりの日を通じて実施し、同時に希望者には個別に禁煙支援も実施しました。

◆生活習慣病予防の推進

プチ健診（２０歳～３９歳の市民で健康診断を受ける機会がなく治療中でない人）を実施し、男性２４人、女性

５７人、合計８１人の受診がありました。その内、要医療は７人。要医療・要指導の１２人に対し、保健指導を行いま

した。
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◆休日応急診療所の運営

休日診療所の運営について、令和４年度に「帰国者・接触者外来と同様の機能を有する医療機関」としての

認定を受け、新型コロナウイルス抗原検査を行う等、新型コロナウイルス感染症に対応しつつ応急診療を実施し

しました。

◆感染症予防の推進

新型コロナウイルスの感染拡大防止及び重症化リスク低減のため、全国的に総力を挙げてワクチン接種に取

り組んでおり、「６０歳以上のすべての方」「１８歳以上５９歳以下で基礎疾患のある方」「医療従事者及び高齢

者・障害者施設従事者」を対象とした４回目接種を５月３１日より開始しました。

その後、新型コロナウイルスのオミクロン株が流行したことに伴い、新たにオミクロン株対応２価ワクチンが承

認され、「初回接種（１，２回目）を完了した１２歳以上の方」を対象として、９月２７日より接種を開始しました。

また、乳幼児（６ヵ月～４歳以下）について、１０月２４日より１，２，３回目をセットとした初回接種を開始し、小児

（５～１１歳）は９月６日より開始した追加接種において、小児用オミクロン株対応２価ワクチンの使用が承認さ

れ、３月８日より接種が可能となりました。

また、風疹の感染症予防のため、令和元年度から風疹の予防接種の接種機会がなかった昭和３７年４月２日

生から昭和５４年４月１日生まれの男性を中心に抗体検査を実施し抗体がないことが判明した人に風疹第５期

の定期接種を行いました。（抗体検査 ２２５人 予防接種 ５９人）

風疹感染症候群予防のために、妊娠を希望、かつ風疹の予防接種未接種者に風疹または麻疹・風疹混合ワ

クチンの接種を行いました。（接種者 １２人）

肺炎球菌ワクチン接種の助成（対象：６５歳以上の５歳刻みの年齢の方）を６２１人に行いました。また、高齢者

インフルエンザワクチンの助成（対象：６５歳以上の高齢者）を８，６２５人に行いました。

◆大学や民間企業と連携した健康づくりの推進、地域での住民による健康づくりへの支援

天理大学体育学部や健康づくり友の会と協働で体力測定会を実施してい

るほか、櫟本や西長柄町等、地域の健康づくり自主組織と共に市民の健康

づくりに取り組んでいます。

天理大学体育学部との協働の体力測定講習会及び測定会については、

少人数に制限し２９人で実施しました。

また、食生活改善推進員による活動として、食育の日や世界禁煙デーでの

減塩・野菜摂取等の勧奨、奈良食祭２０２３では親子で楽しむ食育に関する

ゲーム等で啓発を行いました。

今後も全ての市民が健康づくりに取り組めるよう健診の実施、イベント等で啓発を実施していきます。

天理大学との協働：体力測定会
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ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【各種がん検診（大腸、胃、肺）受診者数】

新型コロナ感染症流行時、受診控えがあり、流行が落ち着いてからも受診数がコロナ前に戻らず減少してい

る状況です。がん検診を受診するとイチカポイントを獲得できる健康ポイント事業を令和５年度より実施し受診の

動機付けを行うほか、本市と協定を締結している民間事業者とも連携し、啓発を行っていきます。

【各種健診や相談等の健康づくりが充実していると思う市民の割合】

令和３年度に引き続き、令和４年度も７５％を超える結果でした。今後は満足度だけでなく、実績も増加するよ

う、取組みを推進していきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

６，４０３人 ５，９５１人 ４，７００人 ５，０３０人 ４，９７３人 ７，１００人

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

５９．２％ ６０．１％ ７９．９％ ７７．９％ ６５．０％
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４－３ 垣根を越えた連携の取組み
地方創生の実現に向けて、地域課題に合わせて、県や近隣市町村との広域連携、大学、金融機

関、商工・観光団体等の多様な主体との連携による地域を挙げての各種施策の展開等、広域的・

相補的な地方創生を目指します。

４－３－１．定住自立圏の圏域における取組みの充実
◆定住自立圏の取組み

天理市、山添村、川西町、三宅町、田原本町の１市３町１村での大和まほろば広域

定住自立圏の取組みについて、圏域自治体の円滑な連携を進めていくため、連携事

業担当者会議のほか、定住自立圏の協定の枠組みを越えて、意見交換会や分科会

などを実施し、各自治体のつながりの強化、圏域全体の職員のスキルアップを図りま

した。

今後も、圏域の特性や実情に応じた取組みを推進していきます。

４－３－２．広域連携により施策の充実を図る
◆奈良県とのまちづくり連携協定に基づく事業の推進

天理駅周辺地区においては、令和２年１月に策定した「天理駅周辺地区まちづくり基本計画」に基づき取り組

みを推進しています。令和４年度は、「ワークショップ事業」、「歴史文化体験イベント事業」、「なら歴史芸術文化

村文化財公開活用事業」について、県の財政支援を受けながら事業を推進しました。

今後については、「第２期天理駅周辺地区まちづくり基本計画」の令和６年度の策定に向けた検討を行うとと

もに、高原地区まちづくり基本計画の早期策定を目指します。

◆ごみ処理の広域化の推進、新ごみ処理施設の建設

本市を含めた１０市町村で構成される山辺・県北西部広域環境衛生組合が計画

を進めている新ごみ処理施設建設・運営事業は、令和３年度に新施設建設工事及

び運営維持管理業務を行う事業者と本契約を締結し、令和４年度は両施設の設計

業務を進め、安全祈願祭及び起工式を執り行い、本格的な新施設建設に向けての

準備工事に着手しました。

今後も令和７年５月に新ごみ処理施設が本稼働となることを目標に事業を進め

ていきます。

また、新施設を整備するにおいては、「施設の外観はシンプルなデザインとし、周

辺環境との調和を図り、周辺住民にとって親しみやすい施設」をコンセプトとし、公

共のごみ処理施設とは思えないシンプルでありつつも快適性と創造性のあるデザ

インで広い空間を持ち合わせた施設となることを目標としています。

４－３－３．多様な組織との連携により地域の活性化を図る
◆市民団体・民間事業者との連携（支え合いのまちづくり）

民間事業者との連携について、令和４年度は天理大学及び独立行政法人国際協力機構関西センターなど、５

つの連携協定を締結しました。

新ごみ処理施設 完成予想図
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民間事業者等との多様な連携により、今後も相互に連携、協力して市民サービス向上を推進していきます。

【令和４年度締結の連携協定一覧】

協定名称 協定目的、内容等

天理市、天理大学及び独立行政法
人国際協力機構（ＪＩＣＡ）関西セン
ターとの連携に関する覚書
（令和４年１１月７日）

開発途上国を対象とした事業の推進及び国際協力に資する人材
の育成を目的とする。
（１）教育連携
（２）協力事業
（３）その他

天理市と株式会社吉寿屋とのお菓
子を活かした子育てに関する協定
（令和４年１２月２０日）

連携と協力により地域の課題に対応し、こどもの健やかな成長と
魅力ある豊かな地域社会の発展に寄与することを目的とする。
（活動内容）
令和４年度は１２月に別で協定を締結している「認定ＮＰＯ法人お

てらおやつクラブ」や市内学童保育所にお菓子を寄贈していただい
た。令和５年度は市内こども食堂にお菓子を寄贈予定。

天理市とＢＡＢＹ ＪＯＢ株式会社と
の子育て支援連携に関する協定
（令和４年１２月２１日）

知識及び情報を共有することにより、子育て支援及び住民サービ
スの向上を推進し、子育て世代にとって魅力あるまちづくりを進めて
いくことを目的とする。
（活動内容）
市内の公立保育所・こども園に通う０、１、２歳児の保護者が気に

入れば「おむつのサブスクリプション」を利用できる選択肢を提供。令
和５年１月から２か月間の無料お試し期間を設け、令和５年３月から
本格実施。令和５年度も引き続き提供。

天理市と日本郵便株式会社との包
括連携に関する協定
（令和５年２月８日）

相互に連携することにより、安全・安心で住みやすいまちづくりの推
進、地域活性化等を図ることを目的とする。
（１）安心・安全な暮らしの実現に関すること。
（２）空き家に関すること。
（３）地域経済の活性化に関すること。
（４）未来を担う子どもの育成に関すること。
（５）デジタルを活用した支え合いのまちづくりに関すること。
（６）その他地方創生に関すること。
（活動内容）
空き家の活用事例集を各郵便局に配架。

天理市と株式会社ネクスト・アクシ
スとの包括連携協力に関する協定
（令和５年２月２３日）

地方創生を推進するため、シティプロモーション、文化、芸術、教育、
地域経済の活性化など様々な分野な分野において連携し、地域社会
の発展に寄与することを目的とする。
（１）シティプロモーションに関すること。
（２）文化・芸術・教育に関すること。
（３）地域経済の活性化に関すること。
（４）デジタルを活用した支え合いのまちづくりに関すること。
（５）その他地方創生に関すること。
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【参考：令和５年度連携協定】

◆買い物支援

株式会社セブンイレブンジャパンと地域活性化連携協定を締結し、連携事業として買い物に不便を感じている

地域への買い物支援、また、ならコープとも連携・協力して移動販売を推進し、買い物支援を実施しています。

移動販売買物支援については、固定客が増え、安定した売上確保ができるようになってきており、令和５年４月

より停留場所の再編を行いました。

利用者の増加・満足度の向上を目指し、さらなる周知・利用促進を図っていきます。

◆大学等との連携

市の主催・共催・後援イベント等にボランティアで携わった学生を「天理市行政施策貢献学生認定制度」に基

づき行政施策貢献学生として認定しており、令和４年度は健康づくりや賑わいづくりのイベント等で活動した２２

人が認定されました。

今後も本制度により学生の行政施策貢献活動への参画を促すことで、本市への愛着の醸成等に繋げていき

ます。

天理市と株式会社大和農園との包
括連携協力に関する協定
（令和５年６月２９日）

地方創生を推進するため、農業、産業、教育など様々な分野におい
て地域経済の活性化など様々な分野な分野において連携し、地域社
会の発展に寄与することを目的とする。
（１）農業に関すること。
（２）産業の振興に関すること。
（３）教育及び福祉に関すること。
（４）まちづくりに関すること。
（５）その他地方創生に関すること。

天理市と株式会社奈良クラブとの
包括連携協力に関する協定
（令和５年７月９日）

スポーツの推進、教育、観光振興、広報など様々な分野においてそ
れぞれの活動の充実を図るとともに、地域連携を積極的に推進し地
域社会の発展に寄与することを目的とする。
（１）スポーツの振興及び健康づくりに関すること。
（２）青少年の健全育成に関すること。
（３）シティプロモーションに関すること。
（４）観光、農業分野等における地域貢献活動、地域の活性化に関す

ること。
（５）市民に対するチームのＰＲに関すること。
（６）その他、甲の行政、事業の連携など、前条の目的を達成するため

に必要な事項

天理市と奈良トヨタグループとの移
動支援による地域活性化に関する
協定
（令和５年７月１０日）

地域の移動支援に関する事業に取り組むことで、市民の移動手段
の確保や地域活性化の推進を図ることを目的とする。
（１）移動支援サービスに関すること
（２）地域活性化に関すること
（３）市民の生活支援に関すること
（４）高齢者の健康増進に関すること
（５）その他、相互に連携、協力することが目的の達成に寄与すると認
められる事項に関すること
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◆地元商工会・青年会議所等との連携

本市の冬の風物詩として定着、２０年近くにわたり市民の方に親しまれているイベント「天理市光の祭典」を天

理市商工会青年部が中心となって開催しました。感染対策を行った上で、３年ぶりにオープニングイベントも開催

し多くの市民の方の観覧がありました。また、ＹｏｕＴｕｂｅ上の商工会青年部のチャンネルを活用して、オープニン

グイベントの模様を配信したり、抽選会等を実施しました。

今後も本市のにぎわい創出イベントとして継続して実施し、ＳＮＳ等を通じて市外にも魅力を発信していくことに

より集客力を高め、天理市商工会と連携して周辺地域の活性化へと繋げていきます。

ＫＰＩの検証及び今後の取組み
【大和まほろば広域定住自立圏での連携事業数】

令和４年度も連携事業担当者会議や、企画担当者会議において、既存事業の充実化及び新たな連携事業が

について検討を進めました。また、連携事業以外のデジタルの分野においても圏域市町村で意見交換会を実施

しました。

今後も、連携事業担当者会議や企画担当者会議において、圏域での事業実施にメリットが生まれるような連

携事業の検討を進めていきます。

【県との連携事業数】

令和４年度には奈良県企業版ふるさと納税連絡協議会の活動として、企業からの寄附獲得に向けた様々な

取組を実施するため、奈良県及び県内市町村が協働して県内一体となったパンフレットの作成や企業とのマッチ

ング会への参加などを行いました。

また、なら歴史芸術文化村と連携し、県市連携による文化財の修復や文化財の公開活用、歴史文化を体験で

きる事業も実施しました。今後も、奈良県との連携を図っていきます。

【他市町村との連携・共同事業取組数】

他市町村との連携による事業の推進については、大和まほろば広域定住自立圏の各連携事業や、山添村と

のシステムのクラウド化の実施など、これまでの連携事業を継続実施しました。

今後も、継続して他市町村との連携を図っていきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１９件 １９件 １９件 １９件 １９件 ２５件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１６件 ６件 ６件 １０件 １１件 １８件

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

１０件 １０件 １０件 １１件 １１件 １２件
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【健康寿命（６５歳以上平均自立期間）（県内順位）】

【健康寿命（６５歳以上平均自立期間）】

男性は、目標に近づいてはきているものの令和２年度より横ばい状態で、女性は令和２年度をピークにやや減

少しています。

中高年からの健康づくりとして、自主活動グループ支援や地域での健康教育、また天理大学との協働事業を

継続して行っていきます。

【地域全体でお互いに支え合い助け合う機会や仕組みが充実していると思う市民の割合】

「支え合いの輪プロジェクト」について、生活支援コーディネーターにより各地で継続的に案内を行ったこと、

実働回数の増加したこと、そして、少子化孤独孤立等応援対策としてハロパトメンターを養成したことにより、年々

数値が上昇しています。今後も継続して取組みを実施していきます。

【住みやすいと感じている市民の割合】

令和４年度も新型コロナウイルスの長期化により影響を受けた方々の生活及び事業活動の支援を図りながら、

これまで重視してきた「支え合い」の精神を取り入れ、市民の皆さんが支えあい安心して暮らしていけるよう、「デ

ジタル地域通貨（イチカ）」の導入や「みんなの学校プロジェクト」等様々な施策を推進しました。

住みやすいと感じている市民の割合は近年と同じく約７０％でした。引き続き住みやすいと感じてもらえるまちづ

くりを目指していきます。

Ｈ３０

（基準値）
Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

男性１８．０９年
女性２０．４０年
（Ｈ２８）

男性１８．０４年
女性２０．４６年
（Ｈ２９）

男性１８．２１年
女性２０．５５年
（Ｈ３０）

男性１８．２４年
女性２０．４０年
（Ｒ１）

男性１８．２０年
女性２０．３３年
（Ｒ２）

男性１８．３６年
女性２１．０４年

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

３２．９％ ３７．４％ ４３．１％ ４６．１％ ３５．０％

Ｒ１

（基準値）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｒ６

（目標値）

７３．１％ ６８．９％ ７１．３％ ６８．５％ ７５．０％

◆ 数値目標の検証
４ 垣根を越えた連携・協働で、暮らしやすく、住み続けたいまちをつくる


